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はじめに 

 本市病院事業におきましては、平成 17(2005)年度に、人事・

予算権限を有する病院事業管理者を新たに設置することで、経

営組織の効率化と経営責任の明確化を図るとともに、病院事業

に関わる中期的な事業計画を継続的に策定し、医療機能の充

実・強化、医療の質・患者サービスの向上、経営強化などに取

り組んでまいりました。 

 しかしながら、病院事業を取り巻く環境は、高齢化の進展に伴う医療ニーズの複雑化

や多様化、新たな機器や薬剤の開発、新しい手術法・治療法の導入による医療の高度化

に加え、全国的な医師不足、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進

に関する法律」の施行などによる医療・介護提供体制の見直しなどの医療制度改革、総

務省における公立病院改革の推進や働き方改革の推進など、この間、大きな転換期を迎

えてきました。 

 また、令和２(2020)年に、わが国で初めて感染患者が確認された新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）については、川崎市立病院では、感染患者の積極的な受入れ、ニー

ズに合わせた病床の確保、地域医療従事者への先駆的なワクチン接種、地域高齢者施設

への感染症出前講座の実施など、多くの業務を行ってきました。これらにより、市立病

院の存在意義や地域医療において果たすべき役割が改めて認識される一方、今後の新興

感染症拡大時に備えた平時からの対応が求められています。 

 こうしたことから、本市病院事業では、時代の要請に合わせ新たに本計画を策定し、

更なる取組を推進していくことといたしました。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の収束は未だ見えておらず、病床の一部を新型コロ

ナウイルス感染症患者受入用として確保していく必要があるなど、当面は、平時の病院

運営とは異なる環境が続いてまいります。さらに、第８次医療計画の策定に向けた検討

が令和５(2027)年度に始まり、地域医療構想の実現に向けた対策や新たな新興感染症へ

の対応などの議論が進められる中、公立病院における取組も注視されてまいります。そ

のため、本計画の計画期間は、令和４(2022)年度と令和５(2023)年度の２年間とするこ

ととし、令和６(2024)年度以降につきましては、今後の状況を踏まえながら、改めて計

画を策定することといたしました。 

 引き続き、市民の健康を守るため、職員が一丸となり信頼される市立病院の運営に努

めてまいります。 

令和４年 月 

川崎市病院事業管理者 金 井 歳 雄 
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第１章 本計画について

１ 策定の趣旨

川崎市立病院（以下「市立病院」という。）には、公・民の適切な役割分担を踏まえ、

地域において必要な医療提供体制の確保を図り、安定した経営の下で、不採算医療や政策

的医療、高度・先進医療等を提供する重要な役割を継続的に担っていくことが求められて

います。そのため、これまでも病院事業に関わる中期経営計画を策定〔図１参照〕し、必

要な医療機能を備えた体制の整備や経営の効率化を推進するなど、持続可能な病院経営を

目指し経営改革・改善を進めてきました。 

しかしながら、今後の人口減少や高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化、労働力人口

の減少を見据えた質の高い効率的な医療提供体制の構築、働き方改革の推進など、医療を

取り巻く環境の変化への対応が求められています。直近では、令和２(2020)年１月にわが

国において初めて感染が確認された新型コロナウイルス感染症（COVID-19）（以下「新型

コロナウイルス感染症」という。）への対応では、公立病院として早い時期から陽性患者

の積極的な受入れを行いました。 

こうした状況下においても、引き続き、市立病院が果たすべき役割をしっかりと果たし、

地域に必要な医療を安定的かつ継続的に提供するとともに、経営基盤の強化に向け更なる

経営改革と経営の健全化を図るため、新たな中期経営計画（以下「本計画」という。）を

策定します。 

図１ これまでの中期経営計画の策定経過 

「地方公営企業の経営の総点検について」（平成16年 4月13日付け総務省自治財政局

公営企業課長通知）において、より一層の計画性・透明性の高い企業経営を推進す
るため、地方公共団体及び地方公営企業に中期経営計画の策定を求める。 

「公立病院改革ガイドラインについて」（平成 19 年 12 月 24 日付け総務省自治財政局

長通知）において、「経営の効率化」、「再編・ネットワーク化」及び「経営形態
の見直し」の 3つの視点により病院事業経営の改革に総合的に取り組むため、病
院事業を設置する地方公共団体に「公立病院改革プラン」の策定を求める。 

「川崎市病院事業経営健全化計画」（計画期間：平成 17年度から 21年度まで）

「第３次川崎市病院事業経営健全化計画」（計画期間：平成 24年度から 26年度まで）

「川崎市立病院中期経営計画 2016-2020」（計画期間：平成 28年度から令和２年度まで）

「公立病院改革の推進について」（平成 27年 3月 31日付け総務省自治財政局長通知）

において、「新公立病院改革ガイドライン」を示し、「経営の効率化」、「再編・
ネットワーク化」、「経営形態の見直し」及び「地域医療構想を踏まえた役割の
明確化」の４つの視点により病院事業経営の改革に総合的に取り組むため、病
院事業を設置する地方公共団体に「新公立病院改革プラン」の策定を求める。 

「第２次川崎市病院事業経営健全化計画」（計画期間：平成 21年度から 23年度まで）
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２ 計画の位置付け

 本計画は、本市が目指す都市像やまちづくりの基本目標、基本政策、その方向性を明ら

かにする川崎市総合計画と連携する分野別計画に位置付けるとともに、関連するその他の

市の計画等との連携や整合性を図るものとします。〔図２参照〕 

なお、本計画は、「川崎市立病院中期経営計画2016-2020」（以下「前計画」という。）を

踏まえ、引き続き、経営改革や経営健全化を進めることを目的としていることから、前計

画と同様、総務省から示された「新公立病院改革ガイドライン」（以下「新ガイドライン」

という。）〔図３参照〕の考え方に基づき、取組を推進することとします。 

また、現在、総務省において検討が進められている「持続可能な地域医療提供体制を確

保するための公立病院経営強化ガイドライン」において策定が求められている「公立病院

経営強化プラン」につきましては、神奈川県及び本市における第８次医療計画策定の進め

方などを踏まえ、今後、十分に検討を重ねた上で、改めて策定します。 

図２ 本計画と他の計画等との関係 

図３ 【総務省】新公立病院改革ガイドライン 

川 崎 市 総 合 計 画 

川崎市立病院 

経営計画 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 

分野別計画 分野別計画 

川崎市地域医療計画 

（かわさき保健医療プラン） 

整合性 

整合性 

連携 連携 
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  〔引用：「公立病院の現状と公立病院改革について」（総務省自治財政局準公営企業室作成から〕 

３ 計画期間

 令和３(2021)年 12 月に総務省が公表した「持続可能な地域医療提供体制を確保するた

めの公立病院経営強化ガイドライン（中間とりまとめ）」では、地方公共団体に、令和５

(2023)年度までに「公立病院経営強化プラン」を策定することを求めており、本市では、

第８次医療計画の進め方を踏まえた上で、令和５(2023)年度に令和６(2024)年度を計画初

年度とする当該プランを策定することとしました。 

そのため、本計画の計画期間は、令和４(2022)年４月から令和６(2023)年３月までの２

年間とします。〔図４参照〕 

 なお、当初は、前計画の計画期間終了後の令和３(2021)年度を計画初年度とする計画を

策定することとしていましたが、新型コロナウイルス感染症の収束やその後の受診動向の

不透明さ、総務省における“第３次”となる新しい公立病院改革ガイドラインの発出が見

込まれたため、計画策定を１年延期としていました。

図４ 計画期間について 

４ 策定経過

 本計画は、学識経験者、財務の専門家及び医療関係者で構成される川崎市立病院運営委

員会（以下「市立病院運営委員会」という。）において、前計画の計画期間内における取

組やその達成状況、本計画の策定方針、取組内容等について御意見をお伺いするとともに、

パブリックコメント手続きにより市民の皆様の御意見をお伺いし、策定しています。〔表

１参照〕 

「川崎市総合計画」基本計画

第２期実施計画 第３期実施計画

本計画
川崎市立病院中期経営計画

２０１６－２０２０

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
2年度 

令和 
3年度 

令和 
4年度 

令和 
5年度 

令和 
6年度 

令和 
7年度 

第 1期実施計画

▲ 
令和２(2020)年度夏頃 

総務省が「新公立病院改革ガイドライン」を改定した“第３次” 
となる新しい公立病院改革ガイドラインを示し、地方公共団体 
に計画策定を要請することとしていたが、厚生労働省における新型 
コロナウイルス感染症への対応を踏まえた地域医療構想の考え方・ 
進め方も勘案しながら、持続可能な医療提供体制の確保に向けて、 
公立病院が地域において担うべき役割などについて検討しつつ、そ 
の改定の時期等を含めて再整理することとされていました。

公立病院経営 

強化プラン
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表１ 本計画の策定に向けた市立病院運営委員会の開催状況 

開催日時 協 議 内 容 

令和２(2020)年 

９月 14日 

・環境変化や新たな課題への対応、策定時期・計画期間など、次期計画

の基本的な考え方 

11 月 16 日 ・策定スケジュール（案） 

令和３(2021)年 

３月 15日 

・前計画の令和元年度までの進捗状況、収支状況等を踏まえ、次期計画

の基本的な考え方について 

６月９日 
・策定スケジュールについて 

・基本方針や施策体系の見直しを含めた策定方針（案）について 

８月２日 

・前計画（平成28(2016)年度から令和2(2020)年度までの５か年）の進捗

状況、収支状況等について 

・取組内容（検討段階における案）及び成果指標の設定方法等について 

11 月 22 日 ・次期計画の策定について 

令和４(2021)年 

１月 10日 
・経営計画（案）について 

３月予定 ・経営計画（案）に対するパブリックコメント手続実施結果について 

５ 「川崎市立病院中期経営計画 2016-2020」の取組結果について

 前計画では、市民に信頼される安全で安心な医療の安定的かつ継続的な提供と、更なる

経営改革・経営の健全化を目的に、３つの取組課題を掲げるとともに、その下に合計 11

の取組項目を設定〔図５参照〕することで、個々の取組を推進することとしていました。 

 また、その進捗状況について

は、外部有識者や医療関係団体の

代表者から構成される川崎市立病

院運営委員会において、第三者の

立場から客観的な御意見をいただ

き、毎年度、点検・評価を実施し

てきました。 

計画最終年度（令和２(2020)年

度）における取組課題別の各取組

項目の進捗状況は次のとおりとな

りました。 

図５ 前計画における施策体系 
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（１） 川崎病院における進捗状況

■取組課題１「医療機能の充実・強化」 

 ５つの取組項目のうち、「(２)がん診療機能の強化・拡充」など４項目が進捗しまし

た。また、「(３)高度・専門医療の確保・充実」の１項目が進捗遅れとなりましたが、

当該項目は新型コロナウイルス感染症の影響を受けたもので、前年度（令和元(2019)年

度）までは進捗していました。 

■取組課題２「医療の質と患者サービスの向上」 

 ３つの取組項目のうち、「(２)医療安全の確保・向上」の１項目が進捗しました。ま

た、「(１)人材の確保と育成の推進」など２項目が進捗遅れとなりました。 

■取組課題３「強い経営体質への転換」 

 ３つの取組項目のうち、「(１)収入確保に向けた取組」など２項目が進捗しました。

また、「(２)経費節減に向けた取組の推進」の１項目が進捗遅れとなりましたが、当該

項目は新型コロナウイルス感染症の影響を受けたもので、前年度（令和元(2019)年度）

は進捗していました。 

Ⅰ：順調に進捗

２項目

Ⅱ：一定の進捗があ

る

２項目

Ⅳ：進捗が大幅に遅

れている １項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(１)救急・災害医療機能の強化

(５)その他医療提供体制の強化

(３)高度・専門医療の確

保・充実

Ⅱ：一定の進捗があ

る

１項目

Ⅲ：進捗が遅れてい

る

２項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(１)人材の確保と育成の推進

(３)患者に優しい病院づくり

Ⅱ：一定の進捗があ

る

２項目

Ⅲ：進捗が遅れてい

る

１項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(２)経費節減に向けた取組の推進

(２)がん診療機能の強化・拡充 

(４)医療機能の分化・強化、連携 

の推進 

(２)医療安全の確保・向上 

(１)収入確保に向けた取組の推進 

(３)経営管理体制の強化 
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（２） 井田病院における進捗状況

■取組課題１「医療機能の充実・強化」 

 ５つの取組項目のうち、「(３)高度・専門医療の確保・充実」の１項目が進捗しまし

た。また、「(１)救急・災害医療機能の強化」など４項目が進捗遅れとなりましたが、

このうち「(２)がん診療機能の強化・拡充」の項目は新型コロナウイルス感染症の影響

を受けたもので、前年度（令和元(2019)年度）までは進捗していました。 

■取組課題２「医療の質と患者サービスの向上」 

 ３つの取組項目のうち、「(２)医療安全の確保・向上」など２項目が進捗しました。

また、「(１)人材の確保と育成の推進」の１項目が進捗遅れとなりました。 

■取組課題３「強い経営体質への転換」 

 ３つの取組項目のうち、「(３)経営管理体制の強化」の１項目が進捗しましたが、こ

れは計画上、職員の経営意識の醸成に着目した取組項目としていたことに対する評価結

果で、令和２(2020)年度に判明した光熱水費未請求等事案では、コンプライアンス意識

の欠如や組織管理体制の不備が指摘されました。また、「(１)収入確保に向けた取組の

推進」など２項目が進捗遅れとなりましたが、この２項目は新型コロナウイルス感染症

の影響を受けたもので、前年度（令和元(2019)年度）までは進捗していました。 

Ⅰ：順調に進捗

１項目

Ⅲ：進捗が遅れてい

る

３項目

Ⅳ：進捗が大幅に遅

れている １項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(１)救急・災害医療機能の強化

(４)医療機能の分化・強化、連携の推進

(５)その他医療提供体制の強化

(２)がん診療機能の

強化・拡充

Ⅱ：一定の進捗があ

る

２項目

Ⅳ：進捗が大幅に遅

れている １項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(１)人材の確保と育成の推進

Ⅱ：一定の進捗があ

る

１項目

Ⅲ：進捗が遅れてい

る

１項目

Ⅳ：進捗が大幅に遅

れている １項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(１)収入確保に向けた取組の推進

(３)高度・専門医療の 

確保・充実 

(２)医療安全の確保・向上 

(３)患者に優しい病院づくり 

(３)経営管理体制の強化 (２)経費節減に向けた取組の推進
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（３） 多摩病院における進捗状況

■取組課題１「医療機能の充実・強化」 

 ４つの取組項目のうち、「(４)医療機能の分化・強化、連携の推進」の１項目が進捗

しました。また、「(１)救急・災害医療機能の強化」など３項目が進捗遅れとなりまし

たが、このうち「(１)救急・災害医療機能の強化」の項目は、新型コロナウイルス感染

症の影響を受けたもので、前年度（令和元(2019)年度）までは進捗していました。 

■取組課題２「医療の質と患者サービスの向上」 

 ３つの取組項目のうち、「(１)人材の確保と育成の推進」など３項目が進捗しました。 

■取組課題３「強い経営体質への転換」 

 ３つの取組項目のうち、「(３)経営管理体制の強化」など２項目が進捗しました。ま

た、「(２)経費節減に向けた取組の推進」の１項目が進捗遅れとなりましたが、当該項

目は新型コロナウイルス感染症の影響を受けたもので、前年度（令和元(2019)年度）ま

では進捗していました。 

Ⅰ：順調に進捗

１項目

Ⅲ：進捗が遅れてい

る

２項目

Ⅳ：進捗が大幅に遅

れている １項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(１)救急・災害医療機能の強化

(２)がん診療機能の強化・拡充

(３)高度・専門医療の確

保・充実

Ⅰ：順調に進捗

１項目

Ⅱ：一定の進捗があ

る

２項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(２)医療安全の確保・向上

(３)患者に優しい病院づくり

Ⅰ：順調に進捗

１項目

Ⅱ：一定の進捗があ

る

１項目

Ⅳ：進捗が大幅に遅

れている １項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(２)経費節減に向けた取組

の推進

(４)医療機能の分化・強化、 

連携の推進 

(１)人材の確保と育成の推進 

(３)経営管理体制の強化 (１)収入確保に向けた取組 

の推進
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第２章 市立病院を取り巻く環境について

１ 医療制度改革の推進

（１）社会保障費と診療報酬改定

ア 社会保障費の動向

 高齢化の進展や人口減少、雇用基

盤や家族形態等の変化など、わが国

の社会保障制度を取り巻く環境が大

きく変化する中、令和７(2025)年に

は団塊の世代がすべて 75 歳以上とな

る超高齢社会を迎えます（いわゆる

「2025 年問題」）。 

そのため、平成 30(2018)年に約

121.3 兆円であったわが国の社会保障

費は、令和22(2040)年には約188.2兆

円から190.0兆円まで急激に増加する

見通しとなっており、特に医療・介

護分野の給付はＧＤＰの伸びを大き

く上回り増加することが見込まれて

います。〔図６参照〕 

イ 診療報酬改定の動向

医療機関の収入の根幹となる診療報酬については、医療の進歩や経済状況とかけ離れ

ないよう、通常、２年ごとに見直し（改定）が行われます。過去の改定率の推移を見て

みると、平成 14(2002)年から平成 20(2008)年は構造改革の一環としてマイナス改定が

続き、その後、入院や手術機能が評価されるなどプラス改定の年もありましたが、平成

28(2016)年以降はマイナス改定が続いています。社会保障費が更に増加していくことを

踏まえると、今後の診療報酬改定においても、厳しい状況が続くことが想定されます。

〔図７参照〕 

また、保険診療が非課税扱いとなっていることから発生する控除対象外消費税の負担

（いわゆる「損税」）について、厚生労働省は平成元年、９年、26 年及び令和元年の消

費税導入・引上げ時において、診療報酬や薬価等を改定し、医療機関等が仕入れに際し

て支払う消費税に応じた上乗せ措置を行ってきたとしているものの、対応は不十分なも

のであり、医療機関にはその負担が大きくのしかかっています。〔図８参照〕

図６ 将来の社会保障費の見通し 

〔引用：財務省ホームページ「社会保障費はどのくらいまで増えるのか」から〕
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図７ 診療報酬改定率の推移 

図８ 「診療報酬による控除対象外消費税の補填」に関わる要望について 

令和３年 11 月 25 日「要望書」（全国自治体病院開設者協議会ほか全 10 団体連盟）から抜粋 

１１．公立病院の運営の確保について 
（３）医療機関に対する消費税制度の改善について 

健全な病院経営には、控除対象外消費税の公平で精緻な補填が必要である。 
平成31年度与党税制改正大綱において、「社会保障診療に係る仕入れ税額相当分の補

填のバラツキについては、診療報酬の配点の精緻化により是正」するとされたよう
に、診療報酬での公平で精緻な補填が必要である。2019 年 10 月からの消費税率引上げ
に伴う診療報酬による医療機関への補填は、シミュレーションによれば 100％前後と公
表された。 
しかし、このシミュレーションは入院基本料の区分等により分類・類型化された平

均値であり、病院間のバラツキは解消されず、特に手術を行う外科系の病院や循環器
科・消化器科等の高額な診療材料を使用する病院においては物品購入量が多いため補
填不足が生じやすく、病院個別に 100％前後でなければ精緻化とは言えない。 
一方、令和２年３月からの新型コロナウイルス感染症の蔓延により医業収益は激減

し、診療報酬による消費税補填の効果の検証は困難となっている。 
要望事項 
１）厚生労働省は消費税率引上げ後の診療報酬による補填状況を早期に検証し、補填のバ
ラツキや不足があれば、配点の精緻化（付替え）により修正するか、診療報酬制度内に
バラツキを調整する仕組みを創設する等により、病院個別に 100％の補填とすること。 

２）あるいは、診療報酬での対応が限界であれば、消費税は最終消費者が負担する原則通
り、医療も課税業者となり支払った消費税ときちんと受け取れるように抜本的に税制を
改正すること。 

（２）医療提供体制の見直し

 「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」（以下「社

会保障プログラム法」という。）が平成 25(2013)年 12 月に公布されました。 

この中で、医療・介護分野においては、「地域包括ケアシステムの推進」や「地域の

医療提供体制の構想（地域医療構想）の策定等による病床機能の分化及び連携」など医

療・介護における改革の方向性が示されるとともに、医療分野においては、従来の「病

院完結型」の医療提供体制から、医療機能の分化・連携を推進することにより、急性期

から回復期、在宅医療に至るまで、地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地

域完結型」の医療提供体制に移行することが示されました。 
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ア 地域包括ケアシステムの構築

 社会保障プログラム法を受け、平成26(2014)年 6月に公布された「地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（以下「医

療介護総合確保推進法」という。）では、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７(2025)年

を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで

続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される

体制（地域包括ケアシステム）の構築が求められています。〔図９参照〕 

図９ 地域包括ケアシステムの姿 

  〔引用：厚生労働省ホームページ「社会保障制度改革の全体像」から〕 

イ 地域医療構想の策定と入院機能の分化・特化の推進

 医療介護総合確保推進法では、質の高い医療を効率的に提供できる体制の構築を目指

し、医療機関の機能分化と連携の推進も示されました。 

具体的には、各地域における令和７(2025)年の医療需要と病床の必要量を４つの医療

機能（高度急性期、急性期、回復期及び慢性期）〔表２参照〕ごとに推計し、地域の医

療提供体制のあるべき姿を地域医療構想（ビジョン）として策定した上で、その実現に

向け、構想区域ごとに設置された地域医療構想調整会議において、地域の医療関係者が

集まり、病床機能の分化・連携に向けた議論を進めることとされました。〔図 10 参照〕
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表２ 病床の４つの医療機能について 

医療機能 医療機能の内容 

高度急性期機能 
・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い

医療を提供する機能 

急性期機能 ・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期機能 

・急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーション

を提供する機能 

・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、

ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提

供する機能 

慢性期機能 

・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

・長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、

筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能 

  〔出典：病床機能報告「令和２年度報告マニュアル」から〕 

図 10 地域医療構想について 

  〔引用：厚生労働省ホームページ「地域医療構想」から〕 

ウ 外来医療の機能の明確化・連携の推進

 高齢化の進展により、複数の慢性疾患を有する高齢者が増加する中、予防や生活全般

に対する視点も含め、継続的・診療科横断的に患者を診るとともに、必要に応じて、患

者の状態に合った他の医療機関を紹介するなど、かかりつけ医機能を強化していくこと

が求められています。 
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そのため、令和３(2021)年５月に公布された「良質かつ適切な医療を効率的に提供す

る体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」においては、地域の実

情に応じた医療提供体制を確保する観点から、外来医療の機能の明確化と連携を推進す

ることが示され、今後、具体的な検討を進めていくことになっています。〔図 11 参照〕 

このような中、地域の基幹病院又は中核病院である市立病院においても、より一層の

地域医療機関との連携を推進していく必要があります。 

図 11 外来医療の機能の明確化・連携の方向性（案） 

  〔引用：厚生労働省「地域医療構想に関するワーキンググループ」配布資料から〕 

２ 公立病院改革の推進

 公立病院は、地域における基幹的な医療機関として、公・民の適切な役割分担の下、採

算性等の面から民間医療機関による提供が困難な医療（過疎地、救急等不採算部門、高

度・先進及び医師派遣拠点機能など）を提供するなど、地域において医療の確保のため重

要な役割を果たしていますが、多くの公立病院において、経営状況の悪化や医師不足等の

ために、医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっています。 

そのため、国においては、公立病院の持続可能な経営を目指し、経営の効率化を図るた

め平成27(2015)年３月に「新ガイドライン」を策定し、病院事業を設置する地方公共団体

に対し、「新公立病院改革プラン」（以下「新改革プラン」という。）の策定を求めました。 

この「新ガイドライン」では、「経営の効率化」、「再編・ネットワーク」、「経営形態の

見直し」及び「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」の４つの視点に立って、改革を進

めることとされており〔図３参照〕、本市においては、前計画を新改革プランに位置付け

取組を推進してきました。 

また、令和３(2021)年 12 月には、総務省から「持続可能な地域医療提供体制を確保す

るための公立病院経営強化ガイドライン（中間とりまとめ）」が公表されるなど、更なる

公立病院改革の検討が進められています。 
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３ 本市における医療需要と医療提供体制

（１） 市内医療提供体制

市域における医療提供体制の確保を図るために策定した「かわさき保健医療プラン

[2018-2023]」（令和３(2021)年３月改定）では、死亡率が高く患者数も多い５つの疾病

（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾患）、地域医療の確保に

おいて重要となる５つの事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期

医療及び小児医療）並びに在宅医療についての医療連携体制を構築するための方策を定

めています。以下「かわさき保健医療プラン[2018-2023]」から要約・抜粋します。 

ア ５疾病について

（ア）がんの医療体制 

市内５施設が地域がん診療連携拠点病院又は神奈川県がん診療連携指定病院とし

て専門的ながん医療の提供や地域のがん診療の連携体制を構築しており、引き続き

急性期医療から緩和医療まで切れ目のない医療提供や、がんと診断されたときから

の緩和ケア医療や栄養サポートなど、患者一人ひとりに応じた治療・ケアの提供、

身体的・精神心理的・社会的苦痛に対する適切な対応などが必要となっています。 

（イ）脳卒中の医療体制

血栓溶解療法（ｔ－ＰＡ治療）に対応可能な病院で構成される「川崎脳卒中ネッ

トワーク」を中心とした、救急隊と連携した迅速な患者搬送システムが導入されて

います。今後も同システムを活用した迅速で円滑な対応が求められています。 

（ウ）心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制 

市内の循環器救急疾患に対応可能な病院等を中心に発足した「川崎市ＣＣＵネッ

トワーク」が、救急隊と連携して迅速に該当する病院に搬送するシステムを導入し

ています。今後、合併症予防や在宅復帰を目的とした心血管疾患リハビリテーショ

ンの継続的な実施が可能な体制の構築等が課題となっています。 

（エ）糖尿病の医療体制 

一般的な治療は市内の多くの医療機関で実施されていますが、長期にわたり継続

的な治療を要する三大合併症（網膜症・腎症・神経障害）や大血管症・歯周病など

の合併症については、かかりつけ医や専門的な医療機関、様々な職種が連携して対

応する必要があります。 

（オ）精神疾患の医療体制 

特に、急激な悪化等の緊急時における適切な医療や保護を確保するため、神奈川

県、横浜市、川崎市、相模原市の４県市協調体制による精神科救急医療提供体制を

構築していますが、当該医療提供体制の充実が求められています。また、精神疾患

と身体疾患を併発した患者への対応が課題となっています。 
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イ ５事業について

（ア）救急医療の体制 

 初期救急については、休日（夜間）急患診療所の設置や、「眼科及び耳鼻科救急医

療体制」・「夜間急患診療体制」等を構築するとともに、二次救急については、市内

26 か所の救急告示医療機関を中心とした「休日昼間急患第二次救急医療体制」・「夜

間急患第二次救急医療体制」を構築し対応しています。また、三次救急については、

市内３か所の救命救急センターにおいて、より高度な診療を必要とする重篤患者の

受入れや、その傷病に対応できる高度専門治療を提供しています。今後、人口の増

加や更なる高齢化の進展に伴い救急搬送患者の増加が見込まれるため、患者の状態

に応じた適切で円滑な受入体制の確保が課題となっています。 

表３ 初期・第二次・第三次救急医療 

区 分 機 能 

初期救急医療 車や徒歩で来院し、外来の治療だけで帰宅が可能な「軽症患者」に対応 

第二次救急医療 主に救急車等により搬送され、入院が必要なケガや病気に対応 

第三次救急医療 救急の最後の砦となり、生命に危険のある「重症・重篤患者」に対応 

  〔出典：「かわさき保健医療プラン[2018-2023 年度]改訂版」から〕 

（イ）周産期（救急）医療の体制 

 生命に危機のある母体・胎児や新生児に対する医療を提供するため、「総合周産期

母子医療センター」等を設置するとともに、神奈川県周産期救急医療ネットワーク

に基づく周産期医療関連施設間の連携による分娩リスクに応じた医療の提供や、需

要を踏まえた適正な病床数の確保に向け、新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）等の整備

を推進しています。〔図 12 参照〕 

図 12 市内における周産期医療ネットワークのイメージ

  〔引用：「かわさき保健医療プラン[2018-2023 年度]改訂版」から〕 
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（ウ）小児（救急）医療の体制 

 休日急患診療所や小児急病センターにおいて、夜間・休日における小児科の初期

救急医療を提供するとともに、小児病院群輪番制で実施する第二次救急医療体制に

より、初期救急医療では対応が困難な場合に、専門的医療の提供や円滑な入院対応

を行っていますが、夜間救急を担う小児科医師の不足が課題となっています。 

（エ）災害時における医療体制 

 震災だけでなく、台風や豪雨による風水害・土砂災害、大規模な事故といった

様々な広域災害・局地災害に対応するための医療救護体制として、災害拠点病院や

災害協力病院を指定するとともに災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を整備し、有事

に備えていますが、柔軟に対応できる体制の確保が課題となっています。〔図 13 参

照〕 

図 13 市内の災害拠点病院・災害協力病院

  〔引用：「かわさき保健医療プラン[2018-2023 年度]改訂版」から〕 

（オ）在宅医療の体制 

 医療と介護の円滑な連携に向け、川崎市在宅療養推進協議会や区在宅療養推進協

議会において多職種間の円滑な情報共有に向けた検討を進めるとともに、在宅医療

の推進役を担う在宅療養調整医師を各区に配置していますが、患者数の増加を踏ま

えた在宅医療体制の構築が必要となっています。 

（カ）その他 

 令和６(2024)年度を計画初年度とする第８次医療計画については、新興感染症対

策を６つ目の事業として位置付けることが決まっており、本市におきましても次期

の「かわさき保健医療プラン」において、対策を示していく必要があります。 
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（２） 患者数と受療動向

ア 外来の状況

 川崎南部保健医療圏（川崎区、幸区

及び中原区）（以下「南部医療圏」と

いう。）の１日平均外来患者数は、平

成 21(2009)年は 7,045 人でしたが、令

和元(2019)年には 6,474 人となり、こ

の 10 年間で約 8.1％減少しました。 

また、川崎北部保健医療圏（高津

区、宮前区、多摩区及び麻生区）（以

下「北部医療圏」という。）の１日平

均外来患者数は、平成 21(2009)年は

5,306 人で、平成 24(2012)年度と平成

25(2013)年度は新病院開設等の影響に

より一時的に増加しましたが、その後

は減少傾向となり、令和元(2019)年に

は 5,670 人となりました。〔図 14 参

照〕 

イ 入院の状況

 南部医療圏の１日平均在院患者数

は、平成 21(2009)年は 3,790 人で、 

平成24(2012)年度まで減少したものの

その後は増加し、令和元(2019)年は

3,806 人と、この 10年間では、ほぼ横

ばいとなっています。 

また、北部医療圏の１日平均在院患

者数は、平成 21(2009)年は 4,015人で

したが、新病院開設等の影響もあり、

令和元(2019)年には 4,741 人となり、

この 10 年間で約 18.1％増加しまし

た。〔図 15 参照〕 

図 14 本市の二次保健医療圏別 

１日平均外来患者数の推移
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〔出典：厚生労働省「病院報告」 

（第 26表１日平均外来患者数）から〕

図 15 本市の二次保健医療圏別 
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〔出典：厚生労働省「病院報告」 

（第 25表１日平均在院患者数）から〕
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（３）将来人口推計と医療需要予測

ア 将来人口推計

 令和３(2021)年 12 月に公表した「川崎市総合計画第３期実施計画の策定に向けた将

来人口推計【更新】」では、駅周辺を中心とした拠点開発の進捗と周辺地域への波及効

果により、本市の人口は当面増加し、令和12(2030)年頃にピーク（約160.5万人）を迎

えると想定されています。 

また、年齢区分別では、年少人口（0～14 歳）は既にピークを迎え減少傾向となって

いますが、生産年齢人口（14～64歳）は令和7(2025)年に、老年人口は令和32(2050)年

頃に、それぞれピークを迎えることが想定されています。〔図 16参照〕 

図 16 本市における年齢３区分別将来人口推計結果 

〔出典：「川崎市総合計画第３期実施計画の策定に向けた将来人口推計【更新】」（令和 3年 12 月）から〕

イ 疾患別入院患者数の増減率の推計

「人口・性年齢階級別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）及び「平成

26 年患者調査」（厚生労働省）を基にした、本市の疾患別入院患者数の推計では、今後、

人口の増加や更なる高齢化の進展に伴い、「分娩及び産じょく」を除くすべての疾患で

増加し続ける結果となっています。 

特に、循環器系、呼吸器系、損傷等の疾患の増加率が高くなるとともに、年齢階級別

では、「65 歳以上」の増加率が高く、これが患者数全体の増加率に強く影響を及ぼす形

となっています〔図 17参照〕。 
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図 17 川崎地域における疾患別入院患者数の推計 

〔引用：令和 3年 7月 28 日川崎地域地域医療構想調整会議配布資料から〕 

ウ 地域医療構想における将来の必要病床数

 「神奈川県地域医療構想」（平成 30 年(2018)３月改定）において必要病床数として推

計した４機能区分ごとの病床数と、各医療機関から報告された令和７(2025)年の予定病

床数を比較すると、川崎南部地域では、高度急性期、回復期の病床が少なく、急性期が

多い状況となっており、川崎北部地域では、回復期の病床が少なく、高度急性期、急性

期が多い状況となっています。〔図 18 参照〕

図 18 令和 2年度病床機能報告（速報値） 

〔出典：令和 3年 7月 28 日川崎地域地域医療構想調整会議配布資料から〕

南
部
医
療
圏

北
部
医
療
圏



Ver.24／2022.1.6 

19 

４ 新たな課題への対応

（１）新興感染症

令和２(2020)年１月に、わが国において初めて感染が確認された新型コロナウイルス

感染症については、本市では２月６日に初めて、横浜港に寄港したクルーズ船内で確認

された感染患者の受入れを川崎病院で行うなど、早い時期から公立病院が率先して受入

れを行ってきました。 

その後、同年３月以降の市中感染の広がりを受け、民間病院も含めた感染患者の入院

受入体制が段階的に拡充されるとともに、発熱や咳などの症状がある方が地域において

適切に診療や検査を受けられるよう、診療・検査が可能な医療機関を「発熱診療等医療

機関」として県が指定するなど診療体制が構築されました。現在では、神奈川県と新型

コロナウイルス感染症患者の入院を受け入れる医療機関との間で協定を締結し、県内の

新規発生患者数や入院患者数の増減状況に応じて、必要な病床を確保できる体制が構築

されているところであり、引き続き、こうした体制の構築を維持・継続していくことが

必要となっています。 

また、国内での感染拡大には至りませんでしたが、近年の重症急性呼吸器症候群（Ｓ

ＡＲＳ）、新型インフルエンザ、中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）、エボラ出血熱、ジカウ

イルス感染症の発生などを踏まえた場合、今後も新たな新興感染症の発生が懸念されま

す。そのため、国（総務省）の検討会では、新興感染症に備えた平時からの対応の必要

性が示されたところであり、本市においてもその検討が必要となっています。 

（２）浸水・水害

 市内６か所の災害拠点病院のうち５か所（川崎病院及び多摩病院を含む）は洪水浸水

想定区域内に立地しており、令和元年東日本台風による被害状況等や、近年の気候変動

に伴い懸念される洪水や浸水、液状化等の災害時に、これら拠点病院が本来の役割を果

たせない恐れがあります。 

そのため、高台に立地する井田病院を市内７か所目の災害拠点病院とするために取り

組んでいるところですが、同時に、各拠点病院における対策の強化や、有事に柔軟に対

応できる体制の確保が課題となっています。 

（３）デジタル化の進展

 今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、テレワークやオンライン会議等、

対面を前提としない働き方が社会全体で急速に進んでいます。 

医療の分野においても一定の条件下でオンライン診療が可能となるなど、ＩＣＴを活

用した診療やサービスの提供が進んでおり、その対応が求められています。 
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（４）働き方・仕事の進め方改革の推進

 本市では、将来にわたりより良い市民サービスを安定的に提供していくため、平成

29(2017)年度から「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進プログラム」を策定し、職員

の働く環境の整備や意識改革、多様な働き方の推進に向けた取組を進めています。 

 そのような中、平成30(2018)年 7月に「働き方改革を推進するための関係法律の整備

に関する法律」が公布され、平成 31(2019)年４月から時間外労働の上限規制（月 45 時

間、年 360 時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも月 100 時間未満、年

720 時間未満。医師への適用は令和６(2024)年４月から、上限時間は省令で定めること

とされた。）が始まりました。 

 医師、看護師をはじめとする医療従事者が、直接、患者に対して医療サービスを提供

する市立病院は典型的な労働集約型の事業であり、引き続き、安全で安心な医療サービ

スを提供していくため、働き方・仕事の進め方改革に向けた取組を、より一層推進して

いく必要があります。 

（５）ＳＤＧｓへの対応

 「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（平成 27(2015)年 国際連合採択）で掲

げられた持続可能な開発目標（以下「ＳＤＧｓ」という。）が示す未来像は、川崎市総

合計画の基本構想に掲げる「目指す都市像」と方向性を同じくしています。市立病院に

おける取組（医療サービスの提供等）は、ＳＤＧｓとして定められた 17 のゴール（目

標）のうち、「ゴール３ あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉

を促進する。」及び「ゴール 11 包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な

都市及び人間居住を実現する。」に合致しますので、引き続き、医療サービスの提供等

を確実に行うことで、ＳＤＧｓを推進していく必要があります。 

また、本市では、本市自らが積極的にＳＤＧｓ達成に寄与する取組を進めていくこと

としているところであり、市立病院におきましても、一事業者として、「意思決定にお

ける女性の参画」（ゴール５関連）、「エネルギー効率の改善（ゴール７関連）」及び「働

きがいのある人間らしい仕事の達成（ゴール８関連）」などを意識した取組の推進など

が課題となっています。 

（６）脱炭素化への対応

 パリ協定（平成 27(2015)年 12 月発効）の枠組のもと、世界的に温室効果ガス削減に

向けた取組が急速に進んでいます。本市においても、令和 62(2050)年のＣＯ２排出実質

ゼロを目指す「脱炭素戦略（かわさきカーボンチャレンジ 2050）」を令和２(2020)年 11

月に策定したところであり、脱炭素化に向けた取組を積極的に進める必要があります。 
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（７）地域・社会への貢献

 医療機関におきましては、地域の医療従事者との症例検討会の開催や、学生実習の受

入れなどの教育支援を行うとともに、臨床研究や治験への参加、学会発表などの医学の

発展につながる取組を行っています。また、市民公開講座等を活用した市民等への診療

や治療に関する普及・啓発活動にも取り組んでおり、これは市立病院においても同様で

す。こうした取組の一つひとつは小さなものではありますが、少しずつ積み重なること

で、地域医療の確保に貢献できるものと考えられます。 

自治体病院の本来の使命は、当該地域住民の医療を確保し、合わせて医師の実地教育、

医療従事者の教育、医学・医療の進歩のための研究、住民の健康保持のための公衆衛生

活動等を行うことによって、地域住民の福祉の増進に資することとされていますので、

これらは既に行っている取組ではありますが、改めて課題の一つとして捉えます。 

５ 市立病院の現状

（１）市立病院の経営形態

 本市では、経営組織の効率化と経営責任の明確化を図るため、平成 17(2005)年４月

から病院事業に地方公営企業法（昭和27(1952)年法律第292号）を全部適用するととも

に、人事・予算権限を有する病院事業管理者を設置し、迅速な意思決定や機動的な業務

執行など、企業性を発揮した病院運営体制としています。 

 また、平成 18(2006)年２月に開設した多摩病院については、民間事業者等に施設の

管理を代行させ、市民サービスの向上と経費の削減を図りながら、多様化する市民ニー

ズに効率的・効果的に対応していくことを目的とする指定管理者制度を導入し、開設当

初から、聖マリアンナ医科大学が施設の管理及び運営を行っています。 

（２）市立病院の機能と果たすべき役割

 川崎病院は市の基幹病院として、井田病院及び多摩病院は地域の中核病院として、公

共の福祉の増進と経済性の発揮を基本としながら、高度・特殊・急性期医療や、救急医

療等を安定的かつ継続的に提供するとともに、災害、研修教育等の対応を含めた医療行

政の推進や、地域医療機関との連携促進による医療資源の有効活用と本市医療水準の向

上に寄与しています。また、市立３病院は、市の南部、中部、北部にバランスよく配置

されているため、それぞれの特色を活かし、緊密に連携しながら、多様化する市民の医

療ニーズに的確に対応できる体制を整えています。〔図 19参照〕 

令和２年３月以降、市中感染が確認された新型コロナウイルス感染症への対応では、

突然の爆発的な急増に備え、治療が必要な方に適切な医療を提供し、医療崩壊を起こさ

ないために、国の方針を踏まえ神奈川県が構築した緊急医療体制である「神奈川モデル」

の高度医療機関及び重点医療機関として、必要な病床を確保・拡充し、行政や民間病院

などの関係機関等と連携しながら、重症患者又は中等症患者の積極的な受入れを行って

います。〔図 20参照〕  
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図 19 市立３病院の配置と機能分担 

図 20 新型コロナウイルス感染症対策の医療提供体制「神奈川モデル」 

重症
（人工呼吸／ECMO） 高度医療機関 
中等症
（酸素投与＋α） 重点医療機関 
疑似症・治癒後
（一次受入、陰性化後の療養） 重点医療機関協力病院 
無症状・軽症
（酸素投与不要） 自宅・宿泊療養施設等 

〔引用：神奈川県ホームページから〕
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ア 川崎病院の機能と特徴

 市の南部地域に位置し、高度・特殊・急性期医療、救命救急医療を中心に、小児、成

人、高齢者、妊産婦等の医療を提供するとともに、精神科救急医療の基幹病院としての

機能も担っています。また、市内唯一の感染症病床における二類感染症患者の受入れや、

災害拠点病院、地域医療支援病院、神奈川県がん診療連携指定病院としての役割を担う

ほか、臨床研修指定病院として医師の育成を行うなど、地域医療水準の向上に寄与して

います。 

 さらに、社会保障プログラム法で示された「地域完結型」の医療提供体制を推進する

ため、平成 30(2018)年３月に策定した「川崎市立川崎病院医療機能再編整備基本計画」

に基づき、救急医療やがん医療等をはじめとした医療機能の強化に向け、病院施設等の

増改築を進めています。〔表５参照〕 

 このように、川崎病院は、多種多様な病態リスクをもった重篤な急性期患者に迅速に

対応すること、広い領域のがん症例に対応することが特徴となっています。 

表４ 川崎病院の施設・機能の概要 

許可病床数 713 床（一般病床 663 床、精神病床 38床、感染症病床 12床） 

標榜診療科 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、腫瘍内科、糖尿病内科、 

内分泌内科、腎臓内科、神経内科、感染症内科、新生児内科、ペインクリニック内科、 

肝臓内科、緩和ケア内科、外科、呼吸器外科、心臓血管外科、消化器外科、乳腺外科、 

小児外科、整形外科、脳神経外科、形成外科、血管外科、精神科、アレルギー科、 

リウマチ科、小児科、皮膚科、泌尿器科、産科、婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、 

リハビリテーション科、放射線診断科、放射線治療科、病理診断科、救急科、麻酔科、 

歯科、歯科口腔外科（43診療科） 

医療機関 

の指定等 

保険医療機関、労災保険指定医療機関、精神保健指定医の配置されている医療機関、 

指定自立支援医療機関（更生医療・育成医療・精神通院医療）、指定療育医療機関、 

生活保護法指定医療機関、指定小児慢性特定疾患医療機関、 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく指定医療機関、 

第二種感染症指定医療機関、原子爆弾被害者一般疾病医療機関、 

母体保護法指定医の配置されている医療機関、地域医療支援病院、災害拠点病院、 

救命救急センター、臨床研修指定病院、エイズ治療拠点病院、ＤＰＣ対象病院、 

外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関、地域周産期母子医療センター、 

川崎市南部小児急病センター、神奈川県がん診療連携指定病院、 

川崎市認知症疾患医療センター 

患者数 

 令和２(2020)年度 令和元(2019)年度 

外来 延べ266,242人（１日平均1,096人） 延べ312,697人（１日平均1,303人） 

入院 延べ 155,190 人（１日平均 425 人） 延べ 175,894 人（１日平均 481人） 
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表５ 川崎市立川崎病院医療機能再編整備基本計画の概要 

■ 医療機能再編整備の４つの柱 

① 人口増と高齢化に伴う医療需要の変化への的確な対応 

  市の基幹病院として、人口の増加に伴う医療需要の伸びや、高齢化に伴い増加が見込まれてい
る疾患等の医療需要に対して的確に対応できるよう、医療機能の強化・拡充を進めるとともに、
誰もが安心して住み慣れた地域で暮らすことができるよう、地域包括ケアシステムの推進に向け
た取組を推進します。 

② 政策的医療の推進 

その性質や地域の医療提供体制の状況などから、行政の積極的な関与が期待され、行政が主
体となって担うべき医療で、社会環境の変化により強化・拡充が求められる分野については、
医療提供体制や医療機能の強化・拡充を進めます。 

③ 先進的医療、高度・特殊医療の推進 

  高度・急性期医療を担う市の基幹病院として、地域医療水準の向上を図るため、臨床研修指定
病院として医師の育成への取組や先進的医療機能の導入を推進するとともに、医療ニーズに応じ
た高度・特殊医療の強化・拡充を進めます。 

④ 変化する市民ニーズへの対応 

  プライバシーへの配慮、より良い快適性・利便性を求める意識の高まりなど、変化する市民ニ
ーズに対応するための療養環境の改善を進めます。 

■ 強化・拡充する機能 

救急機能／がん診療機能／小児・周産期医療機能／その他政策的医療等（感染症、精神
科救急、リハビリテーション）／検査機能等／外来・入院機能／診療サポート機能／医
療体制の強化に伴う職場環境整備等 

イ 井田病院の機能と特徴

 市の中部地域に位置し、地域の中核病院・地域がん診療連携拠点病院として、増大す

るがん等の成人疾患医療、二次救急医療、緩和ケア医療を提供するとともに、神奈川県

災害協力病院としての役割を担うほか、市内唯一の結核病床を有する病院として、結核

患者への透析の対応も行っています。また、臨床研修指定病院として医師の育成を行う

など、地域医療水準の向上にも寄与しています。 

 平成 27(2015)年４月に「自然と調和した人と環境にやさしい病院」をコンセプトに

建て替えたばかりの病院で、高台にある立地から良好な景観を望むことができます。そ

の療養環境を生かし、緩和ケア病棟を有する地域がん診療連携拠点病院として、予防か

ら診断、治療、緩和、在宅医療に至るまで、切れ目のないがん診療に力を入れているこ

とが特徴となっています。
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表６ 井田病院の施設・機能の概要 

許可病床数 383 床（一般病床 343 床、結核病床 40床） 

標榜診療科 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、腫瘍内科、糖尿病内科、 

腎臓内科、神経内科、感染症内科、人工透析内科、肝臓内科、緩和ケア内科、外科、 

呼吸器外科、心臓血管外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、脳神経外科、 

形成外科、精神科、アレルギー科、リウマチ科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、眼科、 

耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線診断科、放射線治療科、病理診断科、 

救急科、麻酔科、歯科、歯科口腔外科（37診療科） 

医療機関 

の指定等 

保険医療機関、労災保険指定医療機関、精神保健指定医の配置されている医療機関、 

指定自立支援医療機関（更生医療・精神通院医療）、生活保護法指定医療機関、 

身体障害者福祉法指定医の配置されている医療機関、指定小児慢性特定疾患医療機関、 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく指定医療機関、公害医療機関、 

感染症指定医療機関（結核）、原子爆弾被害者指定医療機関、 

原子爆弾被害者一般疾病医療機関、神奈川県災害協力病院、臨床研修指定病院、 

がん診療連携拠点病院、特定行為研修指定研修機関、エイズ治療拠点病院、 

在宅療養後方支援病院、ＤＰＣ対象病院、外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関 

患者数 

 令和２(2020)年度 令和元(2019)年度 

外来 延べ 142,576 人（１日平均 587 人） 延べ 161,024 人（１日平均 671人） 

入院 延べ 92,578 人（１日平均 254人） 延べ 112,480 人（１日平均 307人） 

ウ 多摩病院の機能と特徴

 北部地域の中核病院として、小児救急を含めた救急医療を中心に、高度・特殊・急性

期医療などを提供するとともに、災害拠点病院としての役割を担っています。また、地

域医療支援病院として、地域のかかりつけ医等の支援・連携により、地域全体の医療提

供体制の向上を図っています。 

 なお、多摩病院については、平成 18(2006)年２月の開設当初から、指定管理者制度

を採用し、学校法人聖マリアンナ医科大学がその運営管理を行っています。 

表７ 多摩病院の施設・機能の概要 

許可病床数 376 床（一般病床 376 床） 

標榜診療科 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、腫瘍内科、糖尿病内科、 

腎臓内科、神経内科、外科、呼吸器外科、心臓血管外科、消化器外科、乳腺外科、 

小児外科、整形外科、脳神経外科、形成外科、精神科、アレルギー科、リウマチ科、 

小児科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、 

放射線科、病理診断科、麻酔科、歯科口腔外科（32診療科） 

医療機関 

の指定等 

保険医療機関、労災保険指定医療機関、指定自立支援医療機関（更生医療）、 

身体障害者福祉法指定医の配置されている医療機関、生活保護法指定医療機関、 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく指定医療機関、地域医療支援病院、 

母体保護法指定医の配置されている医療機関、災害拠点病院、ＤＰＣ対象病院、 

臨床研修病院、単独型臨床研修施設又は管理型臨床研修施設、 

特定行為研修指定研修機関、外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関 

患者数 

 令和２(2020)年度 令和元(2019)年度 

外来 延べ 186,755 人（１日平均 692 人） 延べ 215,483 人（１日平均 804人） 

入院 延べ 85,797 人（１日平均 235人） 延べ114,205人（１日平均1,100人） 
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第３章 計画期間内における取組と成果指標について

１ 新ガイドラインで示された４つの視点への対応

総務省の新ガイドラインでは、「経営の効率化」、「経営形態の見直し」、「再編・ネット

ワーク化」及び「地域医療構想を踏まえた役割の明確」の４つの視点に沿って新公立病院

改革プランを策定し、病院機能の見直しや病院事業経営の改革に総合的に取り組むことと

されています〔図３参照〕。本計画は新公立病院改革プランには位置付けませんが、経営

改革・改善の取組を引き続き推進していくため、新ガイドラインで示された４つの視点に

基づき、次のとおり取り組むこととします。 

（１） 経営の効率化

新ガイドラインでは、計画期間内に経常収支を黒字化することとされています。 

本市病院事業会計上では、前計画の計画期間内（平成 28(2006)から令和２(2020)年

度まで）において、川崎病院は令和元(2019)年度までは経常収支は黒字でしたが、令和

２(2020)年度は新型コロナウイルス感染症への対応やその影響により、経常収支は赤字

となりました。井田病院については、収支は改善傾向でしたが、新型コロナウイルス感

染症への対応やその影響もあり、計画期間内には経常収支の黒字達成はできませんでし

た。多摩病院については、計画期間内の全ての年度において経常収支は黒字となりまし

た。〔図 21 参照〕 

一方、令和２(2020)年度の純損益は、川崎病院、井田病院ともに、新型コロナウイル

ス感染症関係の補助金収入により黒字となりましたが、令和４(2022)年度以降の新型コ

ロナウイルス感染症関係の補助金の有無やその内容については未だ示されていないため、

当該補助金を含む収支見込みが作成できない状況です。 

そのため、本計画の計画期間内は、経常収支や純損益の黒字は明記せず、コロナ禍に

おいても患者増による収入確保や緊縮予算により、可能な限り収支改善を図るものとし

ます。

図 21 本市病院事業会計における各病院の経常収支の推移 
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（２） 経営形態の見直し

新ガイドラインでは、考えられる経営形態の選択肢〔表８参照〕並びにその利点や課

題等を踏まえ、民間的経営手法の導入など経営形態の見直しを求めています。 

本市におきましては、平成 17(2005)年度に、地方公営企業法の一部適用（財務適用

のみ）から全部適用に経営形態を見直し、経営責任と権限の明確化、組織・予算執行な

ど運営の弾力化及び人事・給与の独自性など、全部適用によるメリットを活かした病院

経営を行うとともに、多摩病院につきましては、開設当初から指定管理者制度を導入し、

民間のノウハウを活かした効率的・効果的な病院運営を行ってきました。 

その結果、市立３病院ともに一定程度安定的な運営ができていること、現時点におい

て、現在の経営形態による病院経営又は運営上の大きな課題はないことから、本計画の

計画策定時におきましては、現在の経営形態を継続することといたしますが、引き続き、

安定的な運営に向けた適切な経営形態の研究を進めます。 

表８ 病院事業の経営形態等について 

選択肢 根拠・利点 主な課題等 

地方公営 

企業法の 

全部適用 

・地方公営企業法第２条第３項の規定により、財
務規定等のみならず、同法規定の全部を適用す
るもの。 

・事業管理者に対し、人事・予算等に係る権限が
付与され、より自律的な経営が可能となること
が期待される。 

・比較的取り組みやすい反面、経営
の自由度拡大の範囲は、地方独立
行政法人化に比べて限定的であ
る。 

地方独立 

行政法人 

（非公務 

員型） 

・地方独立行政法人法の規定に基づき、地方独立
行政法人を設立し、経営を譲渡するもの。 

・地方公共団体が直営で事業を実施する場合に比
べ、予算・財務・契約、職員定数・人事などの
面で、より自律的・弾力的な経営が可能とな
る。 

・設立団体（地方公共団体）からの
職員派遣は、段階的に縮減を図る
等、実質的な自律性の確保に配慮
することが適当である。 

指定管理 

者制度の 

導入 

・地方自治法第244条の２第３項の規定により、法
人その他の団体であって当該普通地方公共団体
が指定するものに、公の施設の管理を行わせる
もの。 

・民間の医療法人等を指定管理者として指定する
ことで、民間的な経営手法の導入が期待され
る。 

・適切な指定管理者の選定に特に配
慮の必要がある。 

・提供されるべき医療の内容、委託
料の水準等、指定管理者に係わる
諸条件について事前に十分に協議
し、相互に確認しておく必要があ
る。 

民間譲渡 ・地域の医療事情から見て、公立病院を民間の医
療法人等に譲渡し、その経営に委ねることが望
ましいと判断される場合に行うもの。 

・採算確保に困難性を伴うものな
ど、公立病院が担っている医療の
提供が引き続き必要な場合は、相
当期間の医療提供の継続を求める
など、地域医療の確保の面から譲
渡条件等について十分な協議が必
要である。 

事業形態 

の見直し 

・地域医療構想上の構想区域における医療需要や
病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量、
並びに介護・福祉サービスの需要動向を十分に
検証し、必要と判断される場合に、診療所や老
人保健施設などへの転換を行うもの。 

 ― 

〔出典：「公立病院改革の推進について（通知）」（平成 27年３月 31日総務省自治財政局長）から〕 



Ver.24／2022.1.6 

28 

（３） 再編・ネットワーク化

新ガイドラインでは、都道府県と十分連携しつつ、二次保健医療圏又は地域医療構想

区域等の単位で予定されている公立病院等の再編・ネットワーク化（病院間の再編統合

など）の概要と当該公立病院が講じるべき具体的な措置について、その実施予定時期を

含めて、新改革プランに記載することとされています。 

しかしながら現時点では、公・民の適切な役割分担と連携のもと、地域に必要な医療

が適切に提供されており、市立病院について、民間病院も含めた経営統合や再編統合を

検討すべき状況にはないものと考えています。また、令和２(2020)年１月の厚生労働省

から都道府県に対する公立・公的医療機関の再検証の要請において、井田病院が対象医

療機関の一つとされましたが、当該病院が果たしている役割や機能を踏まえ、川崎地域

地域医療構想調整会議において議論した結果、取組の方向性に大きな変更はないことを

確認し、その旨が神奈川県から厚生労働省に報告されています。 

そのため、本計画の計画策定時におきましては、新ガイドラインで示された再編・ネ

ットワーク化は行わないこととし、川崎地域地域医療構想調整会議における議論を注視

していきます。 

なお、本計画の第２章の１の「（２）医療提供体制の見直し」にもあるように、地域

全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型」の医療提供体制への移行や、

病床機能の分化・連携、外来医療の連携が求められていますので、引き続き、市立病院

間や、市立病院と地域の医療機関との間の連携した取組は推進します。 

（４） 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

新ガイドラインでは、立地条件や求められる医療機能の違いを踏まえ、「地域医療構

想を踏まえた当該病院の果たすべき役割」や「地域包括ケアシステムの構築に向けて果

たすべき役割」を明らかにするとともに、公立病院が地域医療の確保のために果たすべ

き役割を明らかにした上で、これに対応して一般会計（公立病院を有する自治体の基本

的・一般的な支出を経理する会計）が負担すべき経費の範囲についての考え方及び一般

会計等負担金の算定基準（繰出基準）を新改革プランに記載することとされています。

本市におきましては、次のとおり整理することとします。 

ア 地域医療構想を踏まえた市立病院の果たすべき役割

本市の南部医療圏及び北部医療圏につきましては、「神奈川県保健医療計画（第７次 

平成 30 年度～令和５年度）」（令和３(2021)年３月改定）において、入院医療需要及び

必要病床数が示されており、令和２(2020)年度の病床機能報告（速報値）によると、医

療機能ごとに病床数の過不足が生じている〔図 18 参照〕ところであり、川崎地域地域

医療構想調整会議において、必要な病床数の確保、在宅医療の充実、医療従事者の確保

に向けた取組などの検討が行われています。 
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そのため、市立病院におきましては、川崎地域地域医療構想調整会議における議論や

市内医療機関における病床機能の転換等の方向性を注視しながら、将来不足する病床機

能への対応について検討を進めるとともに、増加する在宅医療については、急変時等の

救急・入院の受入れ、あるいは在宅医療を担う医療機関・医療従事者への支援・連携、

教育・研修等の実施により、それぞれ急性期病院又は在宅療養後方支援病院としての役

割を果たしていくこととします。 

イ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割

地域包括ケアシステムでは、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし

い暮らしを最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が

包括的に確保される体制の構築を求めています。〔図９参照〕 

そのため、医療機関である市立病院におきましては、行政をはじめ、地域医療機関や

訪問看護ステーション、薬局、ケアマネージャー、介護施設などとの連携をより一層推

進し、市立病院を退院した患者さんが安心して暮らすことができるよう支援していくこ

ととします。 

また、市民公開講座の開催等による医学知識の普及や予防啓発により、自立的に自ら

の健康状態・生活機能を維持・向上させる「セルフケア」や「地域のケアを支える」と

いった視点での取組を推進することで、地域包括ケアシステムの構築に貢献します。 

今般の新型コロナウイルス感染症への対応では、高齢者施設でのクラスターが多発し

ましたが、川崎病院及び井田病院の感染管理チームによるこうした施設への感染対策出

前講座が同施設内でのクラスター発生抑制に効果をあげ たことから、このような地域

の介護・福祉施設等への教育・指導等の役割も果たしていきます。 

ウ 一般会計負担の考え方

地方公営企業である病院事業については、企業性（経済性）の発揮が経営の基本原則

であり、また経営に要する経費は、経営に伴う収入をもって充てる独立採算制とされて

いるところです。しかしながら、地方公営企業法では、「その性質上、企業の経営に伴

う収入をもって充てることが適当でない経費」及び「その公益企業の性質上、能率的な

経営を行ってもその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認

められる経費」等については、補助金、負担金、出資金、長期貸付金等の方法により一

般会計等が負担するものとされています。 

この経費負担区分の取扱いについては、「繰出基準」として毎年度総務省から各自治

体に通知されているところであり、本市においても、この繰出基準〔表８参照〕を基本

として、原則として一般会計が負担することといたしますが、本市の厳しい財政状況等

を踏まえ、繰出項目の対象とされている医療機能（事業）においては収支改善を図るな

ど、その適正な運用に努めます。 
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表８ 本市における一般会計からの主な負担金 

繰出の根拠 

（地方公営企業法） 
繰出項目 繰出の基準 

法第 17条の２第１項第１号 

・経営に伴う収入をもって充て
ることが適当でない経費 

【政策的医療】 

・救急医療の確保に要する経費 

・保健衛生行政事務に要する経費 

・院内保育所の運営に要する経費 

収支不足額を原則とする 

法第 17条の２第１項第２号 

・経営に伴う収入のみをもって
充てることが客観的に困難であ
ると認められる経費 

【不採算医療】 

・感染症・結核医療に要する経費 

・精神医療に要する経費 

・リハビリテーション医療に要する経費 

・小児・周産期医療に要する経費 

・高度医療に要する経費 

収支不足額を原則とする 

・病院の建設改良に要する経費 建設改良費及び企業債償
還金の２分の１に相当す
る額 
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２ 基本的な施策の方向性

（１） 計画の目標

本計画は、本市が策定した川崎市総合計画で掲げた「信頼される市立病院の運営」を目

標とします。 

（２） 基本方針

地域において必要な医療提供体制の確保を図り、安定した経営の下で、不採算医療や高

度・先進医療、政策的医療等を提供するという公立病院に求められる役割を適切に果たす

ため、次の５つの基本方針を掲げ取組を推進します。 

〇 高度・特殊・急性期医療や救急医療等を継続的かつ安定的に提供する。 

〇 救急やがん医療など、今後増加が見込まれる医療機能の充実・強化に向けた体制

整備を進める。 

■ 基本方針１ いのちと健康を守る良質な医療の提供

〇 地域の基幹病院又は中核病院として、診療所等では提供が困難な高度医療や検

査、手術などを必要なときに迅速かつ効果的に提供し、円滑な在宅復帰に向けて地

域の医療機関や介護施設等との相互の機能分担と連携を進める地域医療・介護連携

の取組を、より一層推進する。 

〇 「住み慣れた地域での医療、介護等の提供」が効率的、効果的に行われるよう、

地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進する。 

■ 基本方針２ 機能分担と連携による地域完結型医療の推進

〇 災害時に必要な医療を迅速かつ確実に提供できるよう、防災マニュアルの見直し

や、災害・防災訓練等の充実、エネルギーセキュリティの向上を図り、初動の対応

能力や傷病者の受入能力の強化に取り組む。 

〇 新興感染症等の感染拡大に備え、公立病院として感染患者の速やかな受入れがで

きるよう、引き続き院内感染対策の徹底や専門人材の育成を推進するとともに、パ

ンデミックへの対応力の強化に取り組む。 

■ 基本方針３ 災害・新興感染症を想定した危機管理体制の充実

〇 医学の発展につながる研究や医療従事者等の育成支援、市民への医学知識の普及

啓発に取り組み、地域や社会に貢献する。 

■ 基本方針４ 地域や社会に貢献する医学・医療の実践 

■ 基本方針５ 安定的な医療提供を支える経営基盤の強化

〇 本市の総人口が増加する中、地域に必要な医療を安定的かつ継続的に提供してい

くため、働き方・仕事の進め方改革を着実に推進し、必要な医療職の確保・育成に

継続して取り組むとともに、現行の経営形態のもと、経営基盤の強化に向けた取組

を推進する。 
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３ 施策体系

目標に掲げた「信頼される市立病院の運営」の達成に向け、６つの施策と、その下に具

体的な取組項目を設け、具体的な取組を推進します。 

施策１ 医療機能の充実・強化 

取組項目(1) 救急・災害医療機能の強化 

取組項目(2) がん診療機能の強化・拡充 

取組項目(3) 高度・専門医療の確保・充実 

取組項目(4) 医療安全の確保・拡充 

取組項目 医療機能の分化・連携と地域包括ケアシステムの推進 

施策２ 地域完結型医療の推進 

取組項目(1) 人材の確保・育成の推進 

取組項目(2) 働き方・仕事の進め方改革の推進 

施策３ 効果的・効率的な運営体制づくり 

施策４ 患者に優しい病院づくり

取組項目 患者サービスの向上 

施策５ 地域・社会への貢献 

取組項目 地域・社会への貢献 

施策６ 強い経営体質への転換 

取組項目(1) 収入確保に向けた取組の推進 

取組項目(2) 経費節減・抑制の強化 

取組項目(3) 経営管理体制の強化 

目 標 ： 信頼される市立病院の運営 
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４ 具体的な取組

（１）川崎病院における取組

施策１ 医療機能の充実・強化

取組項目(1) 救急・災害医療機能の強化 

① 救命救急医療の強化 

三次救急を担う救命救急センターの役割として、命の危険がある重症者に対して

「断らない救急」を継続するとともに、専門性の高い診療を行う地域の基幹病院と

して、入院治療を必要とする二次救急医療や他の医療機関からの受入れなどができ

るよう、救命救急医療の応需体制を強化します。 

＜取組内容＞ 

・ソフト・ハード両面での救命救急患者受入能力の強化 

・かわさきコロナリーホットライン、かわさき腹急ホットラインの利用促進 

・脳卒中患者受入体制の維持・強化 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

救急車搬送患者総数 ５，８０２人 ６，６００人 

三次救急搬送患者数（再掲） １，１００人 １，１６０人 

かわさきコロナリーホットライン 

応需件数 
５２件 １００件 

かわさき腹急ホットライン応需件数 １４０件 １８０件 

救命救急センター医師数 １１名 １４名 

救命救急センターへの救急救命士 

配置数 
２名 ６名 

救命救急センターへの専任薬剤師 

（１名）の配置 
配置 配置 

救命救急棟の整備 

（運用開始は令和６年度以降） 
設計 施工 

② 災害時医療機能の強化 

災害拠点病院として、被災時の初動体制の強化、安全性の確保、情報収集能力の

強化を行うとともに、孤立化（物資供給や電力の途絶など）に備え、必要な食料、

飲料水、医薬品の備蓄や、エネルギーセキュリティ向上の取組を推進します。 

また、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等を市内外の様々な災害・事故現場等に

派遣します。 
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＜取組内容＞ 

・災害マニュアルの改訂による病院危機管理体制の充実 

・災害医療企画室による災害時医療体制強化の検討 

・各種訓練実施・参加（ブラインド型訓練含む） 

・災害時におけるライフライン（電気・ガス・水道）の確保及び強化 

・ＤＭＡＴ活動の充実       ・災害備蓄の充実 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

災害マニュアルの改訂 － 検討 

院内災害医療訓練の実施回数 ２回 ２回 

市災害医療訓練への参加 参加 参加 

DMAT の派遣 

【参考：活動回数】 

実施 

【２回】 
実施 

川崎 DMAT の派遣 

【参考：活動回数】 

実施 

【１回】 
実施 

３日分以上の備蓄品（食料、飲料水、

医薬品）の確保と適切な補充・交換 
実施 実施 

エネルギー棟の整備（エネルギー 

関連設備の更新と地上階への整備） 
設計 施工・運用開始 

給水ポンプ棟の整備（給水ポンプ 

室・医療ガス機械室等の地上階 

への移設） 

設計 施工・運用開始 

③ プレホスピタル活動の充実 

プレホスピタル活動（病院外前の医療活動）を充実させるため、消防局と連携し

病院内に救急ワークステーションを設置し、事故現場等へ迅速な救急・医療チーム

の派遣体制を構築するとともに、同ワークステーションにおいて、救急隊員（救急

救命士）の病院実習を実施します。 

＜取組内容＞ 

・救急ワークステーションの設置（川崎病院における市内救急医療派遣事業 

「Kawasaki ONE PIECE」の発展的解消） 

・救急隊からの要請に基づく医療チームの現場派遣 

・救急隊員（救急救命士）の研修支援 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

救急ワークステーションの設置 設計 施工 

医療チームの現場派遣件数 ２件 ２件 

救急救命士及び学生の再教育及び 

就業前の研修延人数 
１７３名 １７２名 
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取組項目(2) がん診療機能の強化・拡充 

① 高度手術医療の推進 

神奈川県がん診療連携指定病院として、地域のがん患者が病状に応じた適切な医

療が受けられるよう、がん治療の基本となる手術治療の質と量を拡充します。さら

に、特殊領域のがん手術の強化や、ロボットによる手術支援などの先端技術を用い

たがん診療の取組を進めます。 

＜取組内容＞ 

・５大がん(胃、大腸、肝、乳、肺)の手術治療の強化 

・脳神経外科、婦人科、泌尿器科、耳鼻咽喉科、皮膚科等が扱うがんの手術治療

の推進 

・鏡視下手術、内視鏡手術の推進 

・ロボット手術センターの運営 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

悪性腫瘍手術総件数 ６４６件 ７２０件 

鏡視下、内視鏡下で施行した 

悪性腫瘍手術件数 
３３３件 ３６０件 

手術支援ロボットで施行した 

悪性腫瘍手術件数 
８１件 ９０件 

悪性腫瘍に関わる 

地域連携クリティカルパス整備件数 
０件 ６件 

② 放射線治療・化学療法の推進 

がん患者が手術以外の方法で、低侵襲で病状に応じた適切な治療が受けられるよ

う、放射線治療・化学療法などを強化・拡充します。 

＜取組内容＞ 

・がん集学的治療センターの運営 

・放射線治療の推進 

・薬物療法のための外来治療センターの拡充 

・白血病など血液悪性腫瘍への適切な対応 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

がん集学的治療センターの運営 設置 運用 

外来治療センターの拡充 

【参考：設置ベッド数】 

設計 

【１６床】 

設計 

【２０床】 

血液悪性腫瘍に対応した無菌室５室 

の運用【参考：病床稼働率】 
設計施工 実施 
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③ 緩和ケア医療の充実 

患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、がんと診断されたとき

から、外来・入院治療、在宅医療まで、切れ目の無い緩和ケアを提供します。また、

地域医療従事者を対象とした研修会を開催するなど、緩和ケアの普及・啓発を行い

ます。 

＜取組内容＞ 

・緩和ケアチーム活動の充実 

・地域連携の強化を通じた緩和ケアの普及 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

緩和ケア診療加算算定件数 ０件 １，５００件 

緩和的放射線治療件数 １３１件 １４０件 

緩和ケアチーム回診回数 週５回 週６回 

緩和ケアチーム回診延べ患者数 １，４０９人 １，８００人 

緩和ケアに関する教育・研修会の 

開催回数 
１回 ２回 

④ がん相談体制等の充実 

がん相談センターを設置し、患者本位の分かりやすい医療の提供に努めるととも

に、病院の医療機能や患者が必要とする情報の積極的な発信・相談部門の強化など、

利用しやすい病院づくりを進めます。 

＜取組内容＞ 

・がん相談センターの運営 

・がん相談専門員の育成 

・就労支援相談体制の確立 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

がん相談員基礎研修（１）（２）の 

受講人数 
２名 ２名 

がん相談員基礎研修（３）の修了者 

在籍人数 
０名 １名 

がん相談件数 ３０６件 ３２０件 

がんサロン開催回数 ０回 ７回 

就労支援相談体制の充実 実施 実施 

⑤ がん検診の推進 

がん検診の体制維持に努め、がんの早期発見・早期治療を実現するために、市民
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が定期的ながん検診の推進に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・がん検診体制の維持・強化 

・がん検診実施の周知・啓発 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

肺がん検診実施件数 ８０６件 ８００件 

大腸がん検診実施件数 ７１０件 ７００件 

胃がん検診実施件数 ６０９件 ５００件 

子宮がん検診実施件数 ３００件 ２００件 

乳がん検診実施件数 ３２０件 ３００件 

前立腺がん検診実施件数 １６４件 １５０件 

がん検診に関連した市民啓発企画 

実施回数 
０回 １回 

取組項目(3) 高度・専門医療の確保・充実 

① 感染症医療の確保（第二種・新興感染症） 

感染症病床を有する市内唯一の第二種感染症指定医療機関として、受入体制を維

持・強化し、新型インフルエンザや中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）をはじめとする

二類感染症患者の受入れを行うほか、新興感染症への対応に向けて準備します。 

＜取組内容＞ 

・感染症を専門とする医師や認定看護師の安定的な確保 

・第二種感染症指定医療機関の運営 

・新型コロナウイルス感染症への対応   ・新興感染症への対応準備 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

二類感染症入院患者等の受入 実施 実施 

感染症遺伝子検査の実施 実施 実施 

感染症対応訓練の実施 実施 実施 

新興感染症に備えた医療材料備蓄や

医療機器の確保の取組 
実施 実施 

② 小児・周産期医療の充実 

地域周産期母子医療センターとして、母体搬送、社会的ハイリスク患者を積極的かつ

安定的に受け入れます。さらに、低出生体重児等ハイリスク児に対応できる医療を提供

します。 

また、小児医療の特性に応じた入院受入れが可能となるよう病室構成を見直し、川崎
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市小児科病院群輪番病院としての役割を適切に果たします。 

＜取組内容＞

・地域周産期母子医療センターの安定的な運営 

・新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）及び新生児回復治療室（ＧＣＵ）の安定的

な運営 

・川崎市小児科病院群輪番病院への参加 

・小児科病棟における病室構成の見直し 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

極低出生体重児（1000ｇ未満児） 

の入院受入れ 

【参考：極低出生体重児受入人数】 

実施 

【１４人】 
実施 

周産期救急取扱患者数 ８７人 ９０人 

川崎市小児科病院群輪番病院への 

参加 
参加 維持 

新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）の運

用 

【参考：病床稼働率】 

実施 

【８３．６％】 
実施 

新生児治療回復室（ＧＣＵ）の運用 

【参考：病床稼働率】 

実施 

【３３．４％】 
実施 

③ 精神科医療の充実 

精神科救急医療基幹病院として精神科救急患者（措置入院や医療保護入院など）

の受入れを行うとともに、新たに川崎市精神科応急入院指定病床を確保します。さ

らに、精神科病床を有する総合病院として、精神疾患を有する身体合併症患者の受

入れをより円滑に行うため、体制を強化します。 

また、精神療法や薬物療法に加え、修正型電気痙攣療法（ｍ－ＥＣＴ）などの専

門治療により、精神症状の改善を図ります。 

＜取組内容＞ 

・精神科救急医療の対応強化 

・精神疾患を有する身体合併症患者の診療支援（病病連携、院内他科連携） 

・修正型電気痙攣療法（ｍ－ＥＣＴ）の実施 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

院内他科からの依頼件数 ３２９件 ３５０件 

精神科救急夜間受入れ当番日の拡大 
検討 

（週１回） 
準備 

修正型電気痙攣療法（ｍ－ＥＣＴ）

の実施件数 
２５４件 ２８０件 

精神科病院・診療所からの紹介件数 ６７件 ８０件 

精神保健指定医の人数 ３名 ３名以上 

④ 特殊治療の推進 

市の基幹病院として、重要臓器や血管に対するカテーテルや特殊デバイスを用い

た最先端治療、より高精度な放射線治療など、地域の医療機関では対応できない特

殊治療を提供します。 

＜取組内容＞ 

・画像下治療（インターベンショナル・ラジオロジー（ＩＶＲ））の実施 

・心臓カテーテルアブレーション治療の実施 

・脳神経内科と連携したパーキンソン病の診断と脳深部電気刺激療法（ディー

プ・ブレイン・スティミュレーション（ＤＢＳ））の実施 

・強度変調回転放射線治療（ＶＭＡＴ）の実施 

・呼吸同期放射線治療の実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

画像下治療（ＩＶＲ）手術実施件数 ５２８件 ５６０件 

心臓カテーテルアブレーション治療

実施件数 
２０件 ４０件 

脳深部電気刺激療法（ＤＢＳ）実施 

件数 
０件 ７件 

強度変調回転放射線治療 

（ＶＭＡＴ）実施件数 
０件 ５０件 

呼吸同期放射線治療実施件数 ０件 ４０件 

⑤ 認知症疾患医療センターの運営 

もの忘れ外来による認知症の早期診断や治療を行うとともに、もの忘れ相談によ

る医療相談を担うほか、地域医療機関と連携し、患者さんやその家族を支えていき

ます。また、地域医療従事者への研修を行うなど、認知症疾患医療センターを的確

に運営します。 

＜取組内容＞ 

・もの忘れ外来、もの忘れ相談室の適切な運営 
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・地域医療機関との連携強化（広報・会議・研修） 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

もの忘れ相談件数 未開設 １００件 

もの忘れ外来患者数 未開設 ８０人 

認知症に関する地域医療従事者向け

研修の実施回数 
未開設 １回 

⑥ 内視鏡診療の充実 

高齢化の進展とともに増加する医療需要に応えるため、各診療科が連携して低侵

襲で質の高い高度な内視鏡診断・治療を提供するとともに、夜間・休日における緊

急内視鏡検査にも対応します。 

＜取組内容＞ 

・内視鏡治療センターの安定的な運用による質の高い高度な内視鏡診断・治療の

提供 

・３６５日緊急内視鏡検査に対応できる体制の維持 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

内視鏡検査実施件数 ６，９４４件 ７，２５０件 

緊急内視鏡検査実施件数 ２６９件 ２７０件 

内視鏡治療実施件数 １，０７５件 １，１５０件 

内視鏡治療センターの拡張 設計 施工準備 

⑦ 診療支援部門の専門職による取組の推進 

薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

管理栄養士、臨床工学技士等の診療支援部門の専門職による取組を進めます。 

＜取組内容＞ 

・病棟における薬物療法の強化（病棟への薬剤師配置） 

・リハビリテーション実施体制の強化 

・放射線診断機器、放射線治療機器の的確な運用 

・検査業務の的確な運用 

・医療機器の運用及び保守点検 

・病状・病態に応じた的確な栄養指導の実施 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

薬剤師配置病棟数 ３病棟 １１病棟 

薬剤管理指導料算定件数 ８，８６４件 １９，０００件 

リハビリテーションの実施単位数 １０１，１３２単位 １６７，０００単位 

ＰＥＴ－ＣＴ利用件数 ８３２件 １，１００件 

夜間・休日における緊急画像診断 

検査の実施 
実施 実施 

臨床検査精度管理の実施 実施 実施 

専門外来を含めた疾患別 

栄養指導料算定件数 
２，４４３件 ２，５００件 

臨床工学技士の医療機器の 

定期保守点検の実施 
実施 実施 

⑧ チーム医療の推進 

総合病院として合併症を抱えた患者にも安心して治療を受けていただけるよう、

また、入院や外来通院中の患者の生活の質（ＱＯＬ）の維持・向上が図られるよう、

複数の医療専門職が連携して治療やケアにあたるチーム医療を進めます。 

＜取組内容＞ 

・ＮＳＴ・摂食嚥下支援チーム医療の推進 

・褥瘡対策チーム医療の推進 

・呼吸サポートチーム医療の推進 

・排尿ケアチーム医療の推進 

・非がん患者緩和ケアの推進 

・早期離床チームの取組推進 

・倫理コンサルテーションチームの活用 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

ＮＳＴチームラウンドの実施人数 

１，６６１人 

７００人 

摂食嚥下支援チームラウンドの 

実施延人数 
１，０００人 

褥瘡発生率 １．３％ １％ 

呼吸サポートチームラウンドの 

実施依頼件数に対する応需率 
１００％ １００％ 

排尿ケアチームラウンドの実施依頼 

件数に対する応需率 
１００％ １００％ 

非がん患者緩和ケアチームラウンド 

の実施依頼件数に対する応需率 
１００％ 

１００％ 

早期離床チームの実施病棟数 ４病棟 ８病棟 

倫理コンサルテーションの実施 実施 実施 
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⑨ 専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了者による取組の推進 

特定の看護分野に熟練した、水準の高い看護を実践する専門看護師、認定看護師

及び特定行為研修修了者による看護技術、知識を用いた取組を進めます。 

また、特定行為研修修了者が、医師の手順書を基に、患者の症状・生活に合わせ

た処置・ケアをタイムリーに提供することで、早期に症状の回復、苦痛の軽減を図

ります。 

＜取組内容＞ 

・専門看護師、認定看護師及び特定行為研修修了者による看護の質の向上 

・専門看護師、認定看護師及び特定行為研修修了者の計画的な育成、支援 

・特定行為研修修了者による取組の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

専門看護師・認定看護師の人数 ３４名 ３５名 

専門看護師・認定看護師の分野数 １７分野 １６分野 

特定行為研修を修了した 

看護師の人数 
２名 ５名 

取組項目(4) 医療安全の確保・拡充 

① 医療安全対策の推進 

当院の医療安全に対する基本理念に基づき、安全な医療の提供と医療の質の向上

を目的に、医療安全管理体制の確立や医療事故の予防などの再発防止対策に取り組

みます。 

＜取組内容＞ 

・医療安全対策加算１に係る施設基準の維持（職員研修の実施、医療安全管理者

の確保、各部門への支援と記録作成等） 

・医療安全対策地域連携加算１に係る施設基準の維持（専任職員確保、年1回の相

互ラウンド等） 

・基礎的な医療安全対策の充実（院内委員会の開催等） 

・医療安全に関する患者・家族からの相談への適切な対応 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医療安全にかかわる院内委員会の 

開催回数 
１２回 １２回 

インシデントレポートの提出 

【参考：報告件数】 

実施 

【４，１０７件】
実施 

患者・家族からの医療安全関連の 

相談対応【参考：相談件数】 

実施 

【１８０件】 
実施 

医療安全研修会の実施 

【参考：実施回数】 

実施 

【９回】 
実施 

② 院内感染対策の推進 

安全安心で質の高い医療を提供するため、全ての職員が感染対策を理解するよう

適切な教育指導を行うとともに、地域の医療機関と連携して感染対策に対する情報

共有を行い、院内感染を未然に防止します。また、院内感染が発生した場合には、

迅速な対応により早期の収束を図ります。 

＜取組内容＞ 

・感染対策に係る十分な経験を有する医師・看護師等の安定的な確保 

・感染制御チームによる活動の推進 

・感染症対策に資する病室（個室）の整備検討 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

感染制御チーム（ＩＣＴ）ラウンド 

回数 
５０回 ５０回 

感染管理研修会の実施 

【参考：実施回数】 

実施 

【１６回】 
実施 

施策２ 地域完結型医療の推進

取組項目 医療機能の分化・連携と地域包括ケアシステムの推進

① 地域医療連携の推進 

地域における医療機能の分化に伴い、基幹病院として求められる高度・特殊な医

療を確実かつ効率的に提供していくため「かかりつけ医制度」を進め、地域医療機

関との患者の紹介・逆紹介を推進します。 

＜取組内容＞ 

・外来患者の紹介・逆紹介の推進、医療提供体制に適した外来患者数の確保 
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・二次、三次救急の強化のための体制整備 

・南部小児急病センターを含めた小児科初期救急のあり方検討会の立上げ 

・連携登録医療機関制度の推進 

・地域医療連携の会の開催 

・他院からの緊急受診応需率向上の取組の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

地域連携クリニカルパス適用件数 ６９件 ７５件 

他院からの緊急受診応需率 ８２．１％ ８７．１％ 

地域医療連携の会の開催 

【参考：参加人数】 

実施 

【１０７人】 

実施 

【２００人】 

紹介患者数 ９，７６７人 １２，０００人 

通院不要的退院率 ４４％ ４５％以上 

② 地域包括ケアシステムの推進 

地域包括ケアシステムによる医療・看護・介護・福祉サービス等が適切に提供さ

れるよう、患者の同意を得た上で、地域で活動する医療・介護従事者等との患者情

報の共有を進めるとともに、病院・関係機関相互に医療又は介護の知識を深められ

るよう、勉強会・症例検討会を開催します。また、入院センターを活用し、患者及

び家族が安心して入院治療を行い、治療後は住み慣れた地域に早期に戻ることがで

きる体制を整備します。 

＜取組内容＞ 

・地域の他医療施設からの急性期患者の受入れ 

・研修会開催、出前講座の実施 

・看護師、薬剤師、管理栄養士による入院前外来の強化 

・入退院支援係、医療福祉相談係との連携 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

地域ケア懇談会、出前講座開催回数 １１回 １１回 

勉強会・症例検討会等への地域の 

医療・介護従事者等参加延べ人数 
４５９名 ５００名 

入退院支援加算算定件数 ６，６９６件 ６，８００件 

入院時支援加算件数 １，９４６件 ２，３００件 

施策３ 効果的・効率的な運営体制づくり

取組項目(1) 人材の確保・育成の推進 
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① 医療従事者の安定的な確保 

質の高い医療・看護を安定的に提供していくために、病院現場を見学する機会の

積極的な提供や広報活動を行い、ブランド力を高め、当院で共に働きたいと考える

優秀な医療人材の安定確保を進めます。 

＜取組内容＞ 

・高度急性期病院としての医療提供に必要な医師・看護師・医療技術職の確保 

・採用選考の適切な実施による優秀な初期臨床研修医の確保 

・看護職人材確保のための広報活動の充実 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医学生向け病院見学会の開催 

【参考：開催回数】 

実施 

【６回】 
実施 

看護学生向け病院見学会の開催回数 ５回 １０回 

看護学生実習受入れ学校数 ６校 ６校 

医師、看護師以外の学生受入体制の

強化【参考：受入人数】 

実施 

【１１名】 
実施 

② 職員の専門能力の向上 

人材育成計画等に基づき、医療従事者が継続的に高度な知識を習得できるよう支

援するともに、事務職員に対しても病院運営に必要な専門的知識を習得できる環境

を整備します。 

＜取組内容＞ 

・資格取得支援の推進 

・資格専門職への待遇改善 

・事務職員の専門能力向上 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

特定看護師の資格取得支援 実施 実施 

院内研究交流会・看護研究発表会 

報告演題件数 
６４件 ７０件 

医療事務職による 

診療報酬関連研修会の実施回数 
０回 １回 

診療情報管理士等資格保持者人数 

（常勤） 
５名 ５名 
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取組項目(2) 働き方・仕事の進め方改革の推進 

① 働きやすい職場づくり 

医療従事者の業務負担軽減を図るとともに、診療や看護等に専念でき、十分な生

活時間を確保できるよう、補助者の確保を進めるとともに、ワーク・ライフ・バラ

ンスに配慮した働きやすい職場環境を整備します。 

＜取組内容＞ 

・あいさつ励行、各部署におけるブリーフィング励行等による風通しの良い職場

風土の醸成 

・時間外勤務時間の確認等による業務分担の見直し 

・他職種によるタスクシフトの推進  ・新規採用者や異動者への精神的な配慮 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和 2年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

職員に対する総合的な職員満足度 

（職員満足度調査） 
３２．１％ ４０％ 

② 多様な働き方の推進 

深刻化する医療現場の人材不足に対応するため、それぞれの生活スタイルにでき

るだけ対応できるよう、勤務時間の選択肢の増加、ＩＣＴを利用したオンライン会

議・オンライン研修の積極的な活用を行うとともに、医師や看護師等のタスクシフ

ティングを進めるため、医師事務作業補助者、看護助手等を会計年度任用職員とし

て配置し、業務負担の軽減を図ります。 

＜取組内容＞ 

・医師の変形労働制の勤務時間の検討 

・ＩＣＴを利用したオンライン会議・オンライン研修の活用 

・看護助手、医師事務作業補助者の活用 

・委員会開催やメンバー選定の定期的な見直しと午後５時以降の会議開催の縮減 

・産育休を活用する職員に対する復帰後を見据えた丁寧な説明 

・医師時間外労働の縮減 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医師事務作業補助者人数 

（常勤換算） 
２６名 ２９名 

看護助手人数（常勤換算） ５６．５名 ５７名 

地域連携システムを活用した 

オンライン画像確認システムの運用 
－ 

運用開始 

時間外労働時間が 80 時間を超える 

医師人数 
６７名 ２０名 

施策４ 患者に優しい病院づくり

取組項目 患者サービスの向上 

① 積極的な情報発信の推進 

患者本位の分かりやすい医療の提供に努めるとともに、病院の医療機能や患者が

必要とする情報を、病院広報として様々な媒体を活用し、情報発信に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・ホームページを活用した情報提供 

・広報誌やデジタルサイネージの活用 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

ホームページ新規コンテンツ作成の

推進 

【参考：新規コンテンツ掲載回数】 

実施 

【１０回】 
実施 

広報誌（「くすのき」）発行回数 ６回 ４回 

患者総合サポートセンターによる 

市民公開講座開催回数 
３回 ４回 

クリニカル・インディケーター 

（臨床指標）の公表 
実施 実施 

② 診療環境の向上 

外来や病棟で、患者さんが治療以外の部分で質の高い医療サービスを安定的に受

けられるよう、診療環境の向上を図ります。 

＜取組内容＞ 

・患者満足度調査、報告会の実施 

・患者満足度調査報告を基にした業務改善委員会の実施及び各部門へのフィード

バック 
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・外来待ち時間を長く感じさせないような環境整備の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

業務改善委員会の開催回数 １２回 １２回 

外来待ち時間調査の実施 実施 実施 

外来における総合的な満足度 

（患者満足度調査） 
６９．３％ ８１．７％ 

入院における総合的な満足度 

（患者満足度調査） 
８８．４％ ８９．３％ 

③ 外国人診療に対する対応 

在留外国人や訪日外国人患者が安心して受診できるよう、言語や食事、宗教など、

できるだけ生活スタイルに対応した環境の整備に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・外国人患者受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）の取得に向けた環境整備と維

持・運用 

・派遣医療通訳、双方向通訳デバイスの活用による円滑なコミュニケーション環

境の維持・運用 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

外国人患者受入れ医療機関認証制度 

（ＪＭＩＰ）の取得 
－ 取得 

ホームページの外国語対応 

（英語・中国語） 
－ 実施・運用 

かながわ医療通訳派遣システム 

利用件数 
１８２件 ５００件 

双方向通訳デバイスの活用 実施 実施 

④ 相談体制の強化 

患者が気兼ねなく相談、意見できる環境を整備するとともに、その内容が患者さ

んの満足度の向上につながる仕組みを構築し、利用しやすい病院づくりを進めます。 

＜取組内容＞ 

・院内投書や市長への手紙等への適切な対応 

・アドボカシー相談への適切な対応 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

院内投書の実施 

【参考：お礼を含む投書件数】 

実施 

【４７件】 
実施 

アドボカシー相談の実施 

【参考：相談件数】 

実施 

【１８０件】 
実施 

施策５ 地域・社会への貢献

取組項目 地域・社会への貢献 

① 医療職の育成 

将来の医療界を支える人材を育成し、地域社会に貢献するために、当院医療職だ

けでなく、外部の医療職も含めた教育を進めます。 

＜取組内容＞ 

・医師臨床研修の実施 

・専門医制度専攻医研修の実施 

・地域医療機関医療従事者を対象とした症例検討会・研修会の開催 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

他院からの臨床研修医受入れ 

【参考：受入人数】 

実施 

【５名】 
実施 

当院の基幹型プログラム参加 

（専攻医（Ｄ３）数） 

実施 

【４名】 
実施 

院外医療従事者を対象とした 

症例検討会開催回数 
１回 ２回 

感染対策出前講座の実施 実施 実施 

医療従事者向け研修会の開催回数 １１回 １４回 

② 医療系学生の教育支援 

将来の医療界を支える人材を育成し、地域社会に貢献するために、医学生、看護

学生、医療系学生の教育に協力します。 

＜取組内容＞ 

・大学医学部学生の実習受入れ 

・看護職養成学校学生の実習受入れ 

・大学薬学部学生の実習受入れ 

・中学校・高等学校学生の職場体験受入れ 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

実習受入学校数 １３校 ２５校 

大学医学部学生の実習受入れ 

【参考：受入人数】 

実施 

【３名】 
実施 

看護学校学生実習受入れ 

【参考：受入人数】 

実施 

【６００名】 
実施 

薬学部学生実習受入れ 

【参考：受入人数】 

実施 

【８名】 
実施 

③ 研究活動と学会発表、論文発表、治験参画 

職員が臨床現場で得られた知見など臨床研究を行い、学会発表、論文発表を通じ

て、地域社会への貢献を目指すことを支援します。 

また、薬剤、治療法などの治験への参画を進めます。 

＜取組内容＞ 

・学会活動への支援 

・治験参画の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

学会発表の推進 

【参考：発表件数】 

実施 

【７４件】 
実施 

論文発表の推進 

【参考：発表件数】 

実施 

【６４件】 
実施 

治験協力の実施 

【参考：治験協力件数】 

実施 

【６件】 
実施 

高齢者の暮らし方と健康に関する 

調査への協力 
－ 協力 

④ 市民に対する医学知識の普及啓発 

地域社会への貢献と、限りある医業資源を効果的に活用する観点から、地域住民

の健康保持のための公衆衛生活動に取り組むため、市民や医療従事者に対する医学

知識の普及啓発等に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・市民公開講座の実施 

・医療従事者向け研修会の実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

患者総合サポートセンターが開催 

する市民公開講座の開催回数 
３回 ４回 
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⑤ 環境を意識した病院経営 

低炭素・循環型の持続可能なまちづくりを目指し、エネルギー消費の削減につな

がる川崎病院エネルギーサービスの工事完了、運用管理します。 

＜取組内容＞ 

・高効率な熱源設備への更新（エネルギー棟の整備） 

・効果的、効率的な熱源設備の運用管理 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

エネルギーサービスの運用管理 － 運用開始 

ＬＥＤ照明の導入 

（令和４年度実施） 
計画 運用 

施策６ 強い経営体質への転換

取組項目(1) 収入確保に向けた取組の推進 

① 診療報酬の適切な確保 

診療報酬改定動向に関する情報収集、院内の診療動向の情報分析やスタッフの資

格情報をもとに、経営的効果を勘案しながら、新たな施設基準の取得を目指すため、

医師、看護師、事務職員（特に医療事務職）等の多職種で構成する「施設基準ワー

キング」を定期的に開催し、専門的知識による意見交換を行い、新規加算の取得に

つなげていきます。 

＜取組内容＞ 

・時間外・休日夜間緊急手術加算 1等の経営的効果の大きい施設基準の取得 

・取得済み加算の要件管理 

・各診療科の稼働状況の分析 

・全国の平均在院日数（Ⅱ期間）の把握と在院日数の短縮 

・経営企画・経営分析の検討 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

施設基準ワーキング年間開催回数 ９回 ９回 

施設金ワーキングからの提案による

加算取得件数 
１５件 １０件 

在院日数を考慮したクリニカルパス

の作成・修正件数 
２０件 ２０件 

ＤＰＣ入院期間Ⅰ・Ⅱ期の退院割合 ６３％ ６４％ 

② 医療資源の効率的な運営 

限られた医業資源を効率的に活用するために、人材、病床、手術室を適切に運用

します。 

＜取組内容＞ 

・午前退院、午後入院の推進、診療科を超えた柔軟な病床管理 

・個室化の推進 

・手術の予定時間と実施所要時間との差異削減の推進、及び適切な人員配置 

・緊急手術への対応の強化 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

個室化の仕様に向けた取組の推進 － 予算要求 

日勤時間内の手術室稼働率 ４６．８％ ５３％ 

緊急手術件数 ９２５件 ９６０件 

取組項目(2) 経費節減に向けた取組の推進 

① 経費節減・抑制に向けた取組の推進 

医療材料等により安価な同等代替品への切り替えや適正な在庫管理などによる経

費の節減に取り組みます。また、委託業者の仕様の精査、見直しによる委託料の削

減に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・コンサルタント業者と共同した薬剤費、診療材料費の価格交渉の推進 

・医療機器保守契約委託料の見直しや削減 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

コンサルタント業者と共同した 

薬剤費、診療材料費の価格交渉 

の実施【参考：交渉回数】 

実施 

【７回】 
実施 

医療機器購入時における保守契約 

を含めた合併入札の実施率 
６６．７％ ５０．０％ 

② 適正な医療機器整備の推進 

必要性・収益性を十分に調査吟味したうえで、医療機器の整備を検討するととも

に、購入にあたっては、適切な価格交渉や価格低減のための手法を活用し、購入後

は稼働状況について調査します。 

＜取組内容＞ 

・必要性、収益性を吟味した購入審査 

・適切な価格交渉、価格低減 

・計画的な高額医療機器の取得、更新 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医療機器購入時における病院三役に

よる価格交渉の実施率 
４７．８％ ３５．９％ 

計画的な高額医療機器の取得、更新 － 実施 

取組項目(3) 経営管理体制の強化 

① 経営管理体制の強化に向けた取組の推進 

病院の経営戦略を検討、立案する院内組織を設置します。病院の経営状況や課題

等に係る情報の共有化を徹底し、病院職員の経営意識を醸成します。 

また、毎年度、部門ごとに計画の達成に向けた目標設定を行うとともに、定期的

に開催する本庁部門との病院局経営会議において、進捗管理を行います。 

＜取組内容＞ 

・財務・コスト管理の実施 

・医療経営に携わる人材育成 

・職員への適切な情報発信、職員の意識改革 

・自院の担うべき診療体制の検討 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

月次決算状況及び年次決算見込み 

の把握【参考：把握回数】 

実施 

【年４回】 
実施 

院長メッセージによる運営方針や 

経営状況の発信回数 
３回 ４回 

診療科等ヒアリングの実施回数 ２回 ２回 

② 医療情報・情報機器の一括管理体制の構築 

院内各医療情報システムの一括管理を行う部門を用意し、一元的な機器の導入・

管理を行うとともに、医療情報の集約・分析を行い、経営判断に資する情報を提供

できる体制の構築を推進します。 

＜取組内容＞ 

・部門の用意及び当該システム担当者の配置 

・各医療情報システムの導入・更新時の評価 

・当該部署による医療情報分析作業の一元化の推進 

・医師事務作業補助者向け医療情報に関する研修及び一次データ作成支援 

・診療現場からの改善要望への迅速な対応（操作性・閲覧性改善） 

・経営判断に資する分析データ資料作成 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

専門部署の設置 － 

設置 

（院内発令） 

（令和４年度） 

診療データ作成の推進 － 実施 

医師事務作業補助者向け研修会の 

実施 
－ 実施 

診療現場からの改善要望に基づく 

医療情報システム改修の実施 
－ 実施 

③ 医療情報の情報連携及び医療情報セキュリティの強化 

医療情報システムの一部を利用し近隣の医療機関と情報連携を行います。さらに、

大学や大学病院及び行政機関等との診療連携・研究連携を行い、新しい技術等を取

り入れた効率的かつ効果的な病院運営を行います。 

また、コンピュータウイルス対策及びセキュリティ研修を実施し、システムトラ

プルも含めた医療情報災害に備えるため医療情報セキュリティを強化します。 

＜取組内容＞ 

・地域医療連携システムの導入・利用促進 

・医療情報システムを介した大学等との診療連携・研究支援 
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・病院職員への情報セキュリティに関する研修の実施 

・医療清報システムがダウンした場合に備えた災害対策の立案、訓練の実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

地域医療連携システム新規導入 

医療機関数 
１施設 ５施設 

医療情報に関する研修会の実施 － 実施 

情報セキュリティに関する研修会 

の実施 
－ 実施 

システムダウンに備えた訓練の実施 － 実施 
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（２）井田病院における取組

施策１ 医療機能の充実・強化

取組項目(1) 救急・災害医療機能の強化 

① 救急医療（初期・二次）の強化 

救急告示病院として、地域の救急需要に対応するため、より多くの初期救急患者、

二次救急患者を受け入れられるよう、体制を強化します。 

＜取組内容＞ 

・救急受入体制の強化に向けた川崎病院との連携 

・救急医をサポートする救急救命士の安定確保 

・救急患者受入専用病床の確保と効率的な運用 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

救急受入体制の強化に向けた川崎 

病院との連携による救急医派遣 
実施 実施 

救急センターへの救急救命士配置数 ４名 ５名 

救急患者受入病床（３階西病棟 

41 床）の効率的な運用 
実施 実施 

② 災害時医療機能の強化 

神奈川県指定の災害協力病院として、災害発生時には災害拠点病院と連携し、円

滑に傷病者等を受け入れられるよう必要な準備を行い、災害医療機能を維持します。

さらに、高台の立地により、昨今多発する風水害に強い病院としての特徴を生かし

た結果、災害拠点病院に指定される予定です。 

また、災害発生による物資供給の途絶時に備え、必要な食料、飲料水、医薬品の

備蓄に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・災害協力病院として災害医療対応能力の更なる向上と全職員の役割発揮を図る

ための災害医療訓練の実施 

・災害用備蓄品の計画的な入替えの実施 

・災害発生時の医療強化に向けた DMAT 活動の充実 

・災害対策マニュアルの改定 

＜取組目標＞ 
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取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

院内災害医療対応訓練の実施 実施 実施 

部署別災害訓練の実施 実施 実施 

３日分以上の備蓄品（食料、飲料水、

医薬品）の確保と適切な補充・交換 
実施 実施 

災害対策マニュアルの改定 実施 実施 

取組項目(2) がん診療機能の強化・拡充 

① 手術医療の推進 

川崎南部保健医療圏における地域がん診療連携拠点病院として、検診による予防

から、診断、治療、緩和ケア、在宅と切れ目のないがん診療を提供します。 

また、地域のがん患者が病状に応じた適切な医療が受けられるよう、臓器別セン

ター制を活用し、がん治療の基本となる手術治療の質と量を拡充するとともに、特

殊領域のがん手術の強化や、ロボットによる手術支援などの先端技術を用いたがん

診療の取組を進めます。 

＜取組内容＞ 

・悪性腫瘍手術の積極的受入れ 

・消化器センターによる質の高い医療の提供 

・呼吸器センターによる質の高い医療の提供 

・腎・泌尿器センターによる質の高い医療提供 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

悪性腫瘍手術総件数 ４６９件 ５３０件 

内視鏡下で施行した悪性腫瘍 

手術件数 
９７件 １３５件 

手術支援ロボットで施行した 

悪性腫瘍手術件数 
４６件 ６２件 

悪性腫瘍に関わる地域連携 

クリティカルパス整備件数 
８件 ８件 

② 放射線治療・化学療法の推進 

がん患者が手術以外の方法で、低侵襲で病状に応じた適切な治療が受けられるよ

う、放射線治療・化学療法などを強化・拡充します。 
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＜取組内容＞ 

・高度な検査・治療機器の効果的な活用と計画的な更新 

・化学療法センターの安定的な運営 

・放射線治療の安定的な運営 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

高度な検査・治療機器の効果的な 

活用と計画的な更新 
実施 実施 

他医療機関からの放射線治療紹介 

患者数 
１４２人 １５０人 

化学療法延べ患者数 ２，２３３人 １，７００人 

放射線治療延べ件数 ３５６件 ３６０件 

③ 緩和ケア医療の充実 

患者とその家族が可能な限り安楽な生活を送れるよう、がんと診断されたときか

ら、外来・入院治療、在宅医療まで、質の高い緩和ケアを提供します。また、医療

従事者を対象とした研修会を開催するなど、緩和ケアの普及・啓発を行います。 

＜取組内容＞ 

・緩和ケア患者の積極的受入れ 

・医師との連携を強化した看護外来の実施 

・がん患者に対する在宅ケアの実施 

・地域の医療従事者を対象とした緩和ケア研修会の実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

専門外来(緩和ケア初診外来)患者数 ２４５人 ２５０人 

緩和ケア患者受入数 ４８９人 ５００人 

がん看護外来の受入件数 ２１６件 ２５０件 

がん患者に対する訪問診療患者数 １４８人 １５０人 

緩和ケアに関する教育・研修会の開

催回数 

７回 １１回 

緩和ケアに関する専門医確保数 ４名 ７名 

緩和ケア診療加算算定件数 ３８５件 ３８０件 

④ がん相談体制等の充実 

がん相談支援センターを設置し、患者本位の分かりやすい医療の提供に取り組む

とともに、病院の医療機能や患者が必要とする情報の積極的な発信・相談部門の強

化など、利用しやすい病院づくりを進めます。 
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＜取組内容＞ 

・がん相談支援センターの運営 

・がんサロンの運営 

・がん相談専門員の育成 

・就労支援相談体制の確立 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

がん相談員基礎研修（１）（２）の 

受講人数 
２名 ２名 

がん相談員基礎研修（３）の修了者 

在籍人数 
２名 ２名 

がん相談件数（緩和相談を含む） ３，０５７件 ３，１００件 

がんサロン開催回数 ０回 ２４回 

就労支援相談件数 １５件 ３０件 

各種配布リーフレットの見直しと 

作成 
実施 実施 

⑤ がん検診の推進 

がん検診の体制維持に努め、がんの早期発見・早期治療を実現するために、市民

が定期的かつ精密ながん検診の推進に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・がん検診体制の維持 

・がん精密検診実施の周知 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

肺がん検診実施件数 １，３２０件 １，７５０件 

大腸がん検診実施件数 １，２３３件 １，６６０件 

胃がん検診実施件数 ９７５件 １，０００件 

子宮がん検診実施件数 ４５９件 ８００件 

乳がん検診実施件数 ６６４件 １，１３０件 

取組項目(3) 高度・専門医療の確保・充実 

① 感染症医療の確保（結核、新興感染症） 

市内唯一の結核病床を有する病院として、結核患者への透析やがんなどの合併症

への対応を行うほか、公立病院の役割として、新型コロナウイルス感染症をはじめ

とする新興感染症などへの体制を確保します。 
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＜取組内容＞ 

・感染症を専門とする医師や認定看護師の安定的な確保 

・結核専門病棟の運営 

・新型コロナウイルス感染症への対応 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

専門医（感染症）確保数 １名 ２名 

感染管理認定看護師の確保数 １名 ２名 

新興感染症入院患者等の受入れ 実施 実施 

感染症遺伝子検査・抗原検査の実施 実施 実施 

結核患者の入院受入数 ５人 ２５人 

② 生活習慣病医療の充実 

糖尿病、慢性腎不全、高血圧、高脂血症、脳及び心血管疾患など、広範囲にわた

る生活習慣病に対応する質の高い医療を提供します。また、地域の医療機関との連

携を図りながら、患者の状況に応じ高度・専門的な医療提供します。 

＜取組内容＞ 

・糖尿病教育の充実 

・専門外来の設置・充実（腫瘍循環器外来など） 

・リウマチ膠原病・痛風センターによるリウマチ性疾患の診療実績の向上 

・リウマチ膠原病・痛風センターと近隣診療所との病診連携の強化 

・透析センターの安定的な運営 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

糖尿病教育入院実患者数 ３５人 ３５人 

リウマチ膠原病・痛風センターの 

紹介患者数 
１９９人 ２２０人 

リウマチ膠原病・痛風センターの 

逆紹介患者数 
２８９人 ３００人 

透析延べ患者数 ５，０２６人 ５，０１０人 

リウマチ膠原病病診連携の会の 

開催回数 
０回 ２回 

③ 内視鏡治療の推進 

高齢化の進展とともに増加する医療需要に応えるため、各診療科が連携して低侵

襲で質の高い高度な内視鏡診断・治療を提供するとともに、夜間・休日における緊

急内視鏡検査にも対応します。 
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＜取組内容＞ 

・内視鏡治療センターの安定的な運用による質の高い高度な内視鏡診断・治療の

提供 

・３６５日緊急内視鏡検査に対応できる体制の確立 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

内視鏡検査実施件数 ５，２５９件 ６，０００件 

緊急内視鏡検査実施件数 １８３件 ２１０件 

内視鏡治療実施件数 ５０８件 ７００件 

④ 診療支援部門の専門職による取組の推進 

薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

管理栄養士、臨床工学技士等の診療支援部門の専門職による取組を進めます。 

＜取組内容＞ 

・病棟における薬物療法の質の向上と医療安全確保（病棟への薬剤師配置） 

・リハビリテーション実施体制の強化 

・放射線診断機器、放射線治療機器の的確な運用 

・検査業務の的確な運用      ・医療機器の運用及び保守点検 

・病状、病態に応じた的確な栄養指導の実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

薬剤師配置病棟数 １病棟 ６病棟 

薬剤管理指導料算定件数 ４，７１６件 ５，５００件 

リハビリテーション実施体制の拡充 

（土日・祝日対応） 
－ 試行実施 

疾患別リハビリテーションの 

算定単位数 
３０，４３６単位 ３２，２００単位

夜間・休日における緊急画像診断 

検査の実施 
実施 実施 

臨床検査精度管理の実施 実施 実施 

疾患別栄養指導の算定件数 １３１件 １６０件 

臨床工学技士の医療機器の定期保守

点検の実施 
実施 実施 

⑤ チーム医療の推進 

入院や外来通院中の患者のＱＯＬの維持・向上が図られるよう、複数の医療専門

職が連携して治療やケアにあたるチーム医療を推進します。また、臓器別センター

制（消化器センター、呼吸器センター、腎・泌尿器センター）等、複数の診療科間

のチーム医療体制の充実に取り組みます。 
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＜取組内容＞ 

・臓器別センター制（消化器センター、呼吸器センター、腎・泌尿器センター）

の効果的な運営 

・緩和ケアチームによる症状の緩和・カウンセリング等、総合的な支援の実施 

・栄養サポートチームによる適切な栄養管理の実施 

・褥瘡対策チームによる褥瘡（床ずれ）予防 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

臓器別センター制の効果的な運営 実施 実施 

緩和ケアチームによる症状緩和 

実施患者数 
４２９人 ５００人 

ＮＳＴラウンドの実施人数 １，０９０人 １，１５０人 

褥瘡発生率 ０．６４％ ０．８２％ 

摂食嚥下支援チームラウンドの 

実施人数 
未実施 ７０人 

褥瘡対策チームラウンドの 

延べ実施患者数 
１２０人 １２０人 

⑥ 専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了者による取組の推進 

特定の看護分野に熟練した、水準の高い看護を実践する専門看護師、認定看護師

及び特定行為研修修了者による看護技術、知識を用いた取組を進めます。 

また、特定行為研修修了者が、医師の手順書を基に、患者の症状・生活に合わせ

た処置・ケアをタイムリーに提供することで、早期に症状の回復、苦痛の軽減を図

ります。 

＜取組内容＞ 

・専門看護師、認定看護師及び特定行為研修修了者による看護の質の向上 

・専門看護師、認定看護師及び特定行為研修修了者の計画的な育成、支援 

・特定行為研修修了者による取組の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

専門看護師・認定看護師の在籍人数 １９名 ２０名 

専門看護師・認定看護師の分野数 １２分野 １２分野 

特定行為研修修了者人数 ４名 ５名 
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取組項目(4) 医療安全の確保・拡充 

① 医療安全対策の推進 

当院の医療安全の理念に基づき、安全と安心そして、信頼を得られる医療を提供

していくことを目的に、医療安全管理体制の確立や医療事故の予防などの再発防止

対策に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・医療安全対策加算１に係る施設基準の維持（職員研修の実施、医療安全管理者

の確保、各部門への支援と記録作成等） 

・医療安全対策地域連携加算１に係る施設基準の維持（専任職員確保、年１回の

相互ラウンド等） 

・基礎的な医療安全対策の充実（院内委員会の開催等） 

・医療安全に関する患者・家族からの相談への適切な対応 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医療安全研修の職員受講率 ５２．３％ ７０．０％ 

医療安全院内ラウンド実施回数 ２０回 月２回以上 

医療安全管理者養成研修の参加人数 ３名 １名 

医療安全にかかわる院内委員会の 

開催回数 
２４回 ２４回 

インシデントレポートの提出 

【参考：報告件数】 

実施 

【１，９４０件】
実施 

② 院内感染対策の推進 

安全安心で質の高い医療を提供するため、全ての職員が感染対策を理解するよう

適切な教育指導を行うとともに、地域の医療機関と連携して感染対策に対する情報

共有を行い、院内感染を未然に防止します。また、院内感染が発生した場合には、

迅速な対応により早期の収束を図ります。 

＜取組内容＞ 

・感染対策に係る十分な経験を有する医師・看護師等の安定的な確保 

・感染制御チームによる活動の推進 

・感染症対策に関する院内研修 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

感染対策研修会４回、抗菌薬適正 

使用支援研修会２回以上 

（加算要件）の実施回数 

６回 計６回以上 

感染防止対策加算１-１訪問相互 

ラウンド各１回、感染防止対策地域

連携加算１-２連携カンファレンス

４回の実施回数 

６回 ６回 

感染防止対策加算１、抗菌薬適正 

使用支援加算の取得継続 
継続 継続 

加算要件以外の職員研修実施回数 １６回 １０回以上 

職員研修受講率 ６１％ ７０％ 

施策２ 地域完結型医療の推進

取組項目  医療機能の分化・連携と地域包括ケアシステムの推進 

① 地域医療連携の推進 

地域における医療機能の分化に伴い、中核病院として求められる高度・特殊な医

療を確実に提供していくため、地域医療を担う、かかりつけ医との紹介・逆紹介を

推進し、地域医療支援病院の承認を目指します。 

＜取組内容＞ 

・紹介率、逆紹介率の向上のための紹介方法の整備 

・かかりつけ医受診の啓発 

・地域医療従事者等との研修会、症例検討会の充実 

・地域からの医療機器共同利用体制の整備 

・地域医療支援病院の承認 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

紹介率 ５７．５％ ６０％ 

逆紹介率 ６２．８％ ８０％ 

かかりつけ医紹介相談件数 － ３０件 

地域医療従事者等との研修会、 

症例検討会の充実 
１０回 ２２回 

地域医療支援病院の承認 未承認 承認 

地域医療連携の会の開催 
未実施 

（ＤＶＤ作成） 
実施 
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② 地域包括ケア病棟の安定的な運営 

地域包括ケアを支えるため、地域包括ケア病棟を安定的に運営し、急性期後の回

復期リハビリテーション患者の他、短期滞在手術症例患者や一般病棟からの在宅復

帰が見込める患者、レスパイト患者等の積極的な受入れを進めていきます。 

＜取組内容＞ 

・在宅復帰率７割以上の維持 

・病床利用率の向上 

・認知症等の患者の割合３割以上の維持 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

在宅復帰率 ７６．０％ ７５．０％ 

病床利用率 ７３．５％ ９０．０％ 

地域包括ケア病棟における 

認知症等の患者の割合 
３８．５％ ３５．０％ 

③ 在宅療養後方支援体制の強化 

在宅医療を提供している医療機関との連携を密にし、在宅療養後方支援病院とし

て、在宅療養中の患者さんの病状の急変等により緊急に診療が必要となった場合、

24 時間体制で受入れができるよう体制を強化していきます。 

＜取組内容＞ 

・在宅療養後方支援病院としての積極的広報活動 

・在宅療養後方支援新規登録患者の増加 

・在宅登録患者の病状悪化など緊急時の受入体制の充実 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

在宅療養後方支援登録患者数 ２３３人 ３３０人 

在宅療養後方支援登録患者の 

緊急受入れ患者数 
３２人 ６０人 

在宅療養後方支援病院としての 

積極的な広報活動 
実施 実施 
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施策３ 効果的・効率的な運営体制づくり

取組項目(1) 人材の確保・育成の推進 

① 医療従事者の安定的な確保 

質の高い医療・看護を安定的に提供していくために、病院現場を見学する機会の

積極的な提供や広報活動を行い、ブランド力を高め、当院で共に働きたいと考える

優秀な医療人材の安定確保を進めます。 

＜取組内容＞ 

・急性期病院としての医療提供に必要な医師・看護師・医療技術職の確保 

・医療事務職の活用やDPC制度運用講座の開催による診療報酬請求事務の強化及び

専門能力の向上 

・採用選考の適切な実施による優秀な初期臨床研修医の確保 

・看護師確保のための病院見学会・インターンシップの実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医学生向け病院見学会・ 

インターンシップの実施 
実施 実施 

看護学生向け病院見学会の開催回数 ３回 ８回 

看護学生実習受入れ人数 ５７名 ３６０名 

医師、看護師以外の学生受入件数 ５名 １０名 

診療科ＤＰＣ勉強会の開催 ４回 ４回 

② 職員の専門能力の向上 

人材育成計画等に基づき、医療従事者が継続的に高度な知識を習得できるよう支

援するともに、事務職員に対しても病院運営に必要な専門的知識を習得できる環境

を整備します。 

＜取組内容＞ 

・専門看護師、認定看護師、特定行為研修修了者の計画的な育成・支援 

・在職医師へ臨床研修指導医講習会受講の奨励 

・専門看護師、認定看護師、特定行為研修修了者及び専門領域におけるリンクナ 

ースの育成の推進 

・事務職員の専門能力向上 



Ver.24／2022.1.6 

67 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

専門看護師、認定看護師、特定行為

研修修了者活用の推進（両病院） 
実施 実施 

在職医師へ臨床研修指導医講習会 

受講の奨励 
実施 実施 

看護研究発表会報告演題件数 ８件 ８件 

診療報酬関連研修会の実施回数 ２回 ２回 

取組項目(2) 働き方・仕事の進め方改革の推進 

① 働きやすい職場づくり 

医療従事者の業務負担軽減を図るとともに、診療や看護等に専念でき、十分な生

活時間を確保できるよう、補助者の確保を進めるとともに、ワーク・ライフ・バラ

ンスに配慮した働きやすい職場環境を整備します。 

＜取組内容＞ 

・医師事務作業補助者の確保・充実 

・医師事務作業補助者の確保・充実、正規職員の退職や産休育休等に伴う欠員を 

会計年度任用職員の任用により補充 

・有給休暇の取得促進      ・子育て支援制度の利用促進 

・新規採用者や異動者への精神的な配慮 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医師事務作業補助者人数 

（常勤換算） 
２０名 ２２名 

有給休暇取得勧奨回数 ４回 ４回 

新人職員への子育て支援制度の説明 実施 実施 

正規職員（休職者を除く）の 

年次有給休暇平均取得日数 
１２．９日 １３．１日 

新規採用者・異動者への保健師の 

面談実施率 
１００％ １００％ 

職員に対する総合的な職員満足度 

（職員満足度調査） 
３７％ ４５％ 

② 多様な働き方の推進 

深刻化する医療現場の人材不足に対応するため、それぞれの生活スタイルにでき

るだけ対応できるよう、勤務時間の選択肢の増加、ＩＣＴを利用したオンライン会

議・オンライン研修の積極的な活用を行うとともに、医師や看護師等のタスクシフ

ティングを進めるため、医師事務作業補助者、看護助手等を会計年度任用職員とし

て配置し、業務負担の軽減を図ります。 
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＜取組内容＞ 

・特定行為研修を修了した看護師の活用 

・全病棟への薬剤師の配置 

・ＩＣＴを利用したオンライン会議・オンライン研修・テレワークの活用 

・看護助手、医師事務作業補助者の活用 

・委員会開催やメンバー選定の定期的な見直しと５時以降の会議開催の縮減 

・産育休を活用する職員に対する復帰後を見据えた丁寧な説明 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

薬剤師配置病棟数 １病棟 ６病棟 

特定行為研修を修了した 

看護師の活用 
実施 実施 

常勤換算医師事務作業補助者人数 ２０名 ２２名 

看護助手人数（常勤換算） ４０名 ５０名 

施策４ 患者に優しい病院づくり

取組項目 患者サービスの向上 

① 積極的な情報発信の推進 

患者本位の分かりやすい医療の提供に努めるとともに、病院の医療機能や患者が

必要とする情報を、病院広報として、様々な媒体を活用し、情報発信に取り組みま

す。 

＜取組内容＞ 

・クリニカル・インディケーター（臨床指標）の公表 

・病院ホームページ（広報誌含む）の充実 

・ＳＮＳ活用の推進 

・広報委員会での多職種による適切な情報提供の検討 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

クリニカル・インディケーター 

（臨床指標）の公表 
公表 公表 

ＳＮＳのフォロワー人数 － ２５０人 

各所属へのホームページの 

点検依頼回数 
－ 年２回 

広報誌（院内広報誌、地域連携 

だより）発行回数 
６回 ６回 

市民公開講座開催回数 ０回 １２回 

デジタルサイネージの点検回数 ０回 ３回 

地域のボランティアを交えた 

院内コンサートの実施回数 
１回 ６回 

② 相談体制の強化 

患者さんが気兼ねなく相談、意見できる環境を整備するとともに、その内容が患

者さんの満足度の向上につながる仕組みを構築し、利用しやすい病院づくりを進め

ます。 

＜取組内容＞ 

・投書部会、患者サポート会議の開催 

・病院モニター会議の開催 

・外来患者満足度調査の実施 

・がん患者相談及び入院時介入（初診面談）の充実 

・患者、家族、地域住民を対象とした通信の発行 

・課題改善への取組 

・入院患者満足度調査の実施 

・がん相談支援センターブースの整備 

・各種配布リーフレット等の見直しと作成 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

モニター会議実施回数 ０回 １回 

アドボカシー相談員数 １名 ２名 

医療相談窓口への職員配置数 １名 １名 

患者サポート会議・投書部会の開催 実施 実施 

入院における総合的な満足度 

（患者満足度調査） 
８９．６％ ９１．０％ 

外来における総合的な満足度 

（患者満足度調査） 
８５．２％ ８６．５％ 

がん相談件数（緩和相談を含む） ３，０５７件 ３，１００件 

専門外来緩和ケア内科受入 

（緩和相談）延べ件数 
２，４４９件 ２，７００件 

各種配布リーフレットの見直しと 

作成 
実施 実施 

施策５ 地域・社会への貢献

取組項目 地域・社会への貢献 

① 医療職の育成 

将来の医療界を支える人材を育成し、地域社会に貢献するために、当院医療職だ

けでなく、外部の医療職も含めた教育を進めます。 

＜取組内容＞ 

・医師臨床研修の実施       ・専門医制度専攻医研修の実施 

・地域医療機関医療従事者を対象とした症例検討会の開催 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

他院からの臨床研修医受入の実施 実施 実施 

当院の基幹型プログラム参加 

【参考：専攻医（Ｄ３）数】 

実施 

【０名】 
実施 

院外医療従事者を対象とした 

症例検討会開催回数 
３回 ５回 

医療従事者向け出前講座の実施回数 ８回 ３回 

② 医療系学生の教育支援 

将来の医療界を支える人材を育成し、地域社会に貢献するために、医学生、看護

学生、医療系学生の教育に協力します。 

＜取組内容＞ 
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・大学医学部学生の実習受入れ 

・看護職養成学校学生の実習受入れ 

・大学薬学部学生の実習受入れ 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

学校の実習受入実施（看護職） 

【参考：受入校数】 

実施 

【４校】 
実施 

学校の実習受入実施（薬学部） 

【参考：受入校数】 

実施 

【２校】 
実施 

大学医学部学生の実習受入れ 

【参考：受入人数】 

実施 

【１４名】 
実施 

学生の実習受入実施（看護職） 

【参考：受入人数】 

実施 

【５７名】 
実施 

学校の実習受入実施（薬学部） 

【受入人数】 

実施 

【３名】 
実施 

③ 研究活動と学会発表、論文発表、治験参画 

職員が臨床現場で得られた知見など、臨床研究を行い、学会発表、論文発表を通

じて、当院及び職員のプレゼンスを社会にアピールし、ひいては地域社会への貢献

を目指すことを支援します。 

また、他組織による薬剤、治療法などの治験への参画を進めます。 

＜取組内容＞ 

・学会活動への財政的支援 

・治験参画の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

学会発表の推進 

【参考：発表件数】 

実施 

【３１件】 
実施 

論文発表の推進 

【発表件数】 

実施 

【１９件】 
実施 

治験協力の実施 

【参考：治験協力件数】 

実施 

【０件】 
実施 

高齢者の暮らし方と健康に関する 

調査への協力 
－ 協力 

④ 市民に対する医学知識の普及啓発 

地域社会への貢献と、限りある医業資源を効果的に活用する観点から、地域住民

の健康保持のための公衆衛生活動に取り組むため、市民や医療従事者に対する医学

知識の普及啓発等に取り組みます。 

＜取組内容＞ 
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・市民公開講座の実施 

・施設等の出前講座の実施 

・健康の保持増進予防のための検診事業の充実 

・子供に向けた医学セミナーの開催 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

市民公開講座の開催回数 ０回 １２回 

⑤ 脱炭素化など環境に配慮した取組の推進 

低炭素・循環型の持続可能なまちづくりを目指し、エネルギー消費の削減につな

がる取組を進めます。 

＜取組内容＞ 

・本館、別館のＬＥＤ照明の導入 

・空調、ボイラーの運用改善（効率化） 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

ＬＥＤ照明の導入状況 ０％ １００％ 

空調用冷温水二次ポンプ自動制御 

システムの導入率 
０％ 導入準備 

ボイラーの台数制御運転 ３台運転 ２台運転 

太陽光パネルの運用 実施 実施 

施策６ 強い経営体質への転換

取組項目(1) 収入確保に向けた取組の推進 

○ 収入確保に向けた取組の推進 

医療機能の充実・強化を進めるとともに、限られた人材や病床等の効率的・効果

的な活用や、精度の高い診療報酬請求・未収対策の強化等により、診療収入の確保

に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・一般床、地域包括、緩和、救急後方病床の特性に応じた病床稼働率の向上と適

切なベッドコントロールの実施 

・精度の高い診療報酬請求 
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・弁護士を活用した滞納債権回収及び未収金催告・督促の適正な実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

レセプト査定率 ０．１９％ ０．１８％ 

未収金催告・督促件数 １，２１７件 ５００件 

診療科ＤＰＣ勉強会の開催回数 ４回 ４回 

個室病床（差額室料設定病室）の 

稼働率 
６８．２％ ７０．０％ 

取組項目(2) 経費節減に向けた取組の推進 

① 経費節減・抑制に向けた取組の推進 

医療材料等の、より安価な同等代替品への切り替えや、適正な在庫管理などによ

る経費の節減に取り組みます。また、委託業者の仕様の精査、見直しによる委託料

の削減や外部医師の見直しによる報償費の削減に取り組みます。 

＜取組内容＞ 

・委託業務の仕様の精査・見直し 

・川崎病院との材料購入に関する情報交換・共同購入による経費節減の実施 

・無駄な在庫を持たないよう効率的な在庫管理を図り、経費節減の実施 

・外部医師の報償費の見直し 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

委託業務の使用の精査・見直し 実施 実施 

診療材料等の共同購入の実施 実施 実施 

医療機器購入時における保守契約を

含めた合併入札の実施率 
０％ ５０％ 

外部医師の報償費の削減 実施 実施 

物品共用プロジェクトの推進 － 実施 

② 適正な医療機器整備の推進 

質の高い医療を維持するための必要性・収益性を十分に吟味したうえで、医療機

器の整備を検討するとともに、購入にあたっては、適切な価格交渉や価格低減のた

めの手法を活用し、に向けた調整を実施し、購入後は稼働状況について調査します。 

＜取組内容＞ 
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・必要性、収益性を吟味した購入審査 

・価格低減に向けた調整の実施 

・計画的な高額医療機器の取得、更新 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

計画的な高額医療機器の取得、更新 実施 実施 

医療機器購入時における価格低減に

向けた調整の実施 
実施 実施 

取組項目(3) 経営管理体制の強化 

○ 経営管理体制の強化に向けた取組の推進 

病院の経営状況や課題等に係る情報の共有化を徹底し、病院職員の経営意識を醸

成します。また、毎年度、部門ごとに計画の達成に向けた目標設定を行うとともに、

定期的に開催する本庁部門との病院局経営会議において、進捗管理を行います。 

＜取組内容＞ 

・経営会議による本計画の進捗管理の実施 

・病院幹部会議における病院経営状況等の報告、分析、評価及び改善 

・診療科等に対する経営に関するヒアリングの実施 

・ワークショップや幹部研修会による職員の病院経営意識の醸成 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

局経営会議による稼働状況の管理 

【参考：開催数】 

実施 

【１２回】 
実施 

病院幹部会議における 

病院経営状況等の報告回数 
１２回 １２回 

診療科等ヒアリングの年間実施回数 ２回 ２回 

新任・局間異動者研修会の開催 実施 実施 

有識者による中期経営計画の 

進捗管理と点検・評価 
実施 実施 

幹部研修会又はワークショップの 

開催 
未実施 実施 

病院経営戦略会議の開催回数 ０回 １２回 
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（３）多摩病院における取組

施策１ 医療機能の充実・強化

取組項目(1) 救急・災害医療機能の強化 

① 救急医療（一次（初期）・二次）の安定的な提供 

救急災害医療センターの運営にあたりましては、24 時間 365 日の救急患者に関し

て診療要請を断らない診療体制を構築し、やむを得ず救急患者への対応が困難な場

合は、他の救急医療施設との連携を図ります。循環器内科、脳神経外科については

専用のホットラインを有し、より迅速な対応にあたります。 

また、小児救急患者については川崎市小児科病院群輪番病院として、年間を通し

て夜間や休日における初期応需機関からの転送患者の受入れを行うとともに、小児

科専門医もしくは小児科救急医療を習得した医師が診療し、原則として、直接小児

科病棟に入院します。 

＜取組内容＞ 

・救急車搬送件数の確保 

・初期、後期研修医による救急診療の質の向上 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

救急車搬送件数 ３，５７８件 ５，２００件 

救急研修・教育 実施 実施 

小児輪番病院への参加 参加 参加 

② 災害医療機能の維持 

災害拠点病院として、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を保有・拡充し、被災地

等に医療チームを派遣します。また、災害発生による孤立化（物資供給等の途絶時

など）に備え、十分な食料、飲料水、医薬品の備蓄に努めます。 

＜取組内容＞ 

・災害派遣医療チームの隊員の増員 

・災害訓練の実施 

・備蓄品（食料、飲料水、医薬品）の適切な補充・交換 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

日本ＤＭＡＴ資格保持者人数 ９名 １０名 

災害訓練の実施 実施 実施 

備蓄品（食料、飲料水、医薬品）の

適切な補充・交換 
実施 実施 

③ パンデミック発生時の体制整備 

地域の基幹病院として、災害時感染制御支援チーム（ＤＩＣＴ）を育成し、

KAWASAKI 感染制御協議会や川崎市健康福祉局、市医師会、市病院協会とも連携し、

パンデミック発生時の医療体制の整備に協力します。 

＜取組内容＞ 

・災害時感染制御支援チーム（ＤＩＣＴ）の育成 

・シミュレーション訓練の実施 

・バックアップ人員の確保を含めた施設の整備 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

ＤＩＣＴの育成人数 ０名 １名 

シミュレーション訓練 実施 実施 

取組項目(2) がん診療機能の強化・拡充 

① 集学的治療の推進 

消化器がんの診断及び治療、肝がんの集学的治療、消化器早期がんに対する内視

鏡的粘膜剥離術、その他悪性腫瘍に対する化学療法を積極的に行います。また、現

在既に行っている「地域がん登録（神奈川県）」及び、平成 28(2016)年１月から開始

された「全国がん登録」にも参加します。 

＜取組内容＞ 

・化学療法の積極的な実施 

・消化器早期がんに対する低侵襲治療（特に内視鏡的粘膜切除）の技術向上によ

る積極的実施 

・肝がんに対する集学的治療（肝切除、局所治療、カテーテル治療、全身化学療

法）の推進 

・消化器がんを中心とした手術の積極的な実施 

・「地域がん登録」、「全国がん登録」への参加 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

抗癌剤混合調整業務における 

外来１抗悪性腫瘍剤の延患者数 
１，８８９人 １，９００人 

消化器早期がんに対する低侵襲治療

件数 
２１件 １５件 

肝がんに対する集学的治療件数 ３２件 ３５件 

消化器がんを中心とした手術の 

積極的な実施件数 
５４０件 ６００件 

「地域がん登録」、「全国がん登録」

への登録件数 
６１０件 ６５４件 

② 緩和ケア医療の推進 

患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、がんと診断されたとき

から、外来・入院治療、在宅医療まで、切れ目の無い緩和ケアを提供します。また、

地域医療従事者を対象とした研修会を開催するなど、緩和ケアの普及・啓発を担い

ます。 

＜取組内容＞ 

・緩和ケア研修会受講済の医師（身体・精神）の安定的な確保 

・緩和ケアチームの活動の拡充 

・緩和ケア病棟の開設準備、整備、運用 

・地域の医療従事者を対象とした緩和ケア研修会の実施 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

緩和ケア診療加算の算定件数（算定 

可能な精神科医師が着任次第） 
４１件 ４３件 

緩和ケアチーム介入患者数 ５０人 ５２人 

緩和ケア研修会の実施回数 ０回 ２回 

③ 相談体制等の充実 

患者本位の分かりやすい医療の提供に努めるとともに、病院の医療機能や患者が

必要とする情報の積極的な発信・相談部門の強化など、利用しやすい病院づくりを

進めます。 

＜取組内容＞ 

・がん相談支援センター（がん相談専門員）等の設置へ向けた検討 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

がん相談支援センター等の 

設置へ向けた検討 
－ 実施 

取組項目(3) 高度・専門医療の確保・充実 

① チーム医療の推進 

総合病院として合併症を抱えた患者にも安心して治療を受けていただけるよう、

また、入院や外来通院中の患者の生活の質（ＱＯＬ）の維持・向上が図られるよう、

複数の医療専門職が連携して治療やケアにあたるチーム医療を推進します。チーム

医療を支える看護師、薬剤師、栄養士、臨床工学技士などの専門サブスペシャリテ

ィー資格取得を支援します。 

＜取組内容＞ 

・栄養障害による入院期間延長を改善、短縮、及び、栄養サポートチーム加算の

施設基準（ＮＳＴ専従者の配置）への支援 

・緩和ケアチームによるがん患者・非がん患者、家族の全人的苦痛緩和の実施 

・認知症ケアチームによる認知症ケア及びせん妄ケア対応の推進 

（薬剤の適正使用を重視した薬物療法・多職種協働による非薬物療法の強化・退 

院支援の強化） 

・褥瘡対策チームによる褥瘡の防止等 

・摂食嚥下チームによる誤嚥防止 

・専門資格の取得支援 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

栄養サポートチーム回診延べ患者数 １２８人 ３００人 

緩和ケアチームによる症状緩和実施

患者数 
５０人 ５３人 

認知症ケア加算 1の算定維持 
７３７，６０８点

（7月から算定） 
前年度実績以上 

認知症ケアチームの回診（週 1 回）

対応患者数 

１５０人 

（７月から算定）
１２０人 
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② 高度・専門医療の展開 

循環器内科でのアブレーションを含めたインターベンションの拡充、脳神経外科

による脳卒中急性期医療の整備、消化器・一般外科でのダビンチ手術の展開、泌尿

器科での前立腺癌に疑いに対するトリニティーを用いた前立腺生検により、前立腺

癌の検出率を向上させ、前立腺癌患者に対し、ダビンチを用いたロボット手術によ

る、高度・専門医療のさらなる展開を目指します。 

また、ＩＳＯ１５１８９・Ｉ＆Ａの認定を受け、評価に基づき実践します。 

＜取組内容＞ 

・循環器内科でのアブレーションを含めたインターベンションの拡充 

・脳神経外科による脳卒中急性期医療の整備 

・消化器・一般外科でのダビンチ手術の展開 

・泌尿器科での前立腺癌疑いに対するトリニティーを用いた経会陰的前立腺針生

検により、前立腺癌検出率を向上させ、前立腺癌患者に対しダビンチを用いた

前立腺全摘手術を展開 

・ＩＳＯ１５１８９・Ｉ＆Ａの認定と評価に基づく実践 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

アブレーション実施件数 ３件 １１０件 

脳神経外科カテーテル手術件数 １４件 ３６件 

直腸癌手術件数 ２５件 ３０件 

前立腺針生検件数 － １０８件 

前立腺癌手術件数 － ２４件 

取組項目(4) 医療安全の確保・拡充 

① 医療安全の強化 

医療事故の迅速な対応、再発防止に向けて業務改善に取り組み、安全教育の啓発

に努めます。 

＜取組内容＞ 

・医療事故の防止、及び事故発生時の迅速な対応 

・医療安全対策に係る研修を受けた専門看護師配置の継続と薬剤師の配置を目指

す。 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医療事故の防止及び迅速な対応 

【参考：事故報告件数】 

実施 

【１，９９７件】
実施 

医療安全対策に係る研修を受けた 

専門看護師等の配置（届出） 
実施 実施 

② 院内感染対策の推進 

院内感染対策に対する職員教育を徹底し、質の高い安全で安心な医療を提供しま

す。 

＜取組内容＞ 

・感染管理の資格を有するスタッフ（医師・看護師・薬剤師・検査技師）の増員

と配置 

・全職員の感染対策に関する知識・実践行動の強化 

・感染制御チームによる活動の推進 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

感染管理の資格を持つスタッフの 

確保人数 
１人 ９人 

全職員の感染対策に関する 

知識・実践行動の強化 
実施 実施 

感染制御チームによる活動の推進 実施 実施 

施策２ 地域完結型医療の推進

取組項目 地域完結型医療の推進 

① 地域医療支援病院の運営と強化 

平成 23(2011)年３月より地域医療支援病院の運用を開始し、登録紹介医との緊密

な連携を構築しています。外来患者の紹介・逆紹介に対する「かかりつけ医制度」

を推進します。ＦＡＸ検査予約等による検査機器の共同利用による医療機関の機能

分化の強化と連携の推進に努めます。また、救急遠隔読影接続システムや地域の医

療機関（医院・クリニック等）との地域連携システム（HUMAN Bridge）を運用し、更

なる連携を推進します。 

＜取組内容＞ 

・登録紹介医制度の推進      ・検査機器等の共同利用の推進 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

登録紹介医制度の推進 実施 実施 

検査機器等の共同利用の推進 実施 実施 

② 地域包括ケアシステムの推進 

在宅療養を支援するために、多摩区４か所の訪問看護ステーションと設立した

「多摩区・病院と在宅ケアネットワークづくりを目指す会」を更に充実させます。

また、確立された紹介・逆紹介システムにより、相互のコミュニケーションの強化

を図り、医療相談センター5部門の機能を更に充実します。 

＜取組内容＞ 

・「病院と在宅ケアネットワーク」の充実 

・地域医師会との懇談会の定期開催 

・登録紹介医施設への訪問活動 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

「病院と在宅ケアネットワーク」 

の充実 
実施 実施 

登録紹介医との懇談会の定期開催 実施 実施 

登録紹介医施設への訪問活動 実施 実施 

施策３ 効果的・効率的な運営体制づくり

取組項目(1) 人材の確保・育成の推進 

① 医療従事者の確保 

必要な医療従事者と有資格者の配置、看護師確保のためのインターンシップを行

うとともに、臨床研修医の受入れや医学生・看護学生の実習の受入れを実施します。

また、医師・看護師の負担軽減を推進します。 

＜取組内容＞ 

・質の高い医療・看護の安定的な提供や医療機能の強化、働き方改革を踏まえた

適正な人員配置等に向けた医療従事者確保の取組の推進 

・病院実習生の受入れ 

・病院見学 

・インターンシップの受入れ 



Ver.24／2022.1.6 

82 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

基幹型臨床研修医の受入人数 ２０名 ２２名 

内科専門医プログラムの受入人数 １名 ３名 

総合診療専門医プログラムの 

受入人数 
４名 ６名 

新・家庭医療専門医プログラムの 

受入人数 
３名 ６名 

医学生・看護学生等の実習受入人数 ２３８名 ２３０名 

看護学生等の実習校数及び実習数 ９校２０実習 １１校２６実習 

インターンシップ受入人数 

（うち病院見学人数） 
３８（３８）人 ２００（６０）人

② 職員の専門能力の向上 

認定看護師・診療情報管理士などの育成を更に推し進めます。医師や看護師をは

じめ職員の積極的な学会・研修への参加を推奨し、レベルアップ・キャリアアップ

の機会を提供します。 

＜取組内容＞ 

・提供する医療・看護の質の向上を図るための臨床研修指導医・専門資格取得・

研修受講の促進 

・認定看護師資格取得の推進 

・特定行為研修受講の推進 

・診療情報管理士の安定的な確保 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

臨床研修指導医数 ５１名 ５３名 

認定看護師数 １０名 １３名 

特定行為研修修了者数 １名 ６名 

診療情報管理士数 ６名 １０名 

③ 学術活動への積極的参加 

指定管理者が学校法人であることを利用し、学術的活動を活性化し、川崎市北部

地域でのより高度な医療提供体制の構築を図ります。 

＜取組内容＞ 

・学会、及び論文発表等の取組の推進 

・治験協力の推進 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

原著論文数 １２０件 ４５件 

症例報告論文数 ０件 ２０件 

学会・研究会発表数 １８３件 １５０件 

治験・市販後調査実施数 ８件 １３件 

競争的研究資金獲得数 ４件 ６件 

取組項目(2) 働き方・仕事の進め方改革の推進 

① 働きやすい職場づくり 

医療従事者の業務負担軽減を図るとともに、診療や看護等に専念でき、十分な生

活時間を確保できるよう、補助者の確保を進めるとともに、ワーク・ライフ・バラ

ンスに配慮した働きやすい職場環境を整備します。 

＜取組内容＞ 

・医師事務作業補助者の確保・充実 

・看護助手の増員（日勤・夜勤） 

・入退院支援業務の拡充 

・ＮＰ（Nurse Practioner）の増員 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医師事務作業補助者数 １７名 ２２名 

看護補助者人数 

（うち夜勤従事者数） 
５５（６）名 ８９（１４）名 

ＮＰの人数 ３名 ５名 

② タスクシフトの推進 

病棟薬剤師や医師事務作業補助者、看護助手等の配置により、医師や看護師のタ

スクシフティングを進め、業務負担の軽減を図ります。 

＜取組内容＞ 

・入退院支援業務の拡充 

・病棟薬剤師の業務拡大 

・療法士による病棟リハの拡大 

・看護補助者の増員 
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＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

入院時入退院支援センター介入件数 １，７７８件 ２，０００件 

病棟薬剤師の業務時間数 ３６，４２４時間 ３８，０００時間

リハビリテーション提供患者数 ４１，４０１人 ５０，０００人 

施策４ 患者に優しい病院づくり

取組項目 患者サービスの向上 

① 分かりやすい情報提供 

市民・患者に対してより理解し易く情報を提供するためにホームページを改訂す

る。 

＜取組内容＞ 

・ホームページのリニューアルと内容の充実 

・ライフマークコンシュルジュのプッシュ通知機能を用いた情報発信 

・デジタルサイネージを用いた情報発信 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

ホームページへのアクセス件数 １６０万件 １９０万件 

② 利用しやすい施設の強化 

患者相談窓口を一元化した「医療相談センター」において、各種医療福祉制度の

活用や退院後の療養環境に関する相談から、看護・栄養・薬剤・リハビリ相談や地

域医療機関の御案内など、さまざまな御相談に応じています。 

＜取組内容＞ 

・医療相談センターにおける患者相談窓口の一元化 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

医療相談センターにおける患者相談 

窓口の一元化 
実施 実施 
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施策５ 地域・社会への貢献

取組項目 地域・社会への貢献 

① 市民に対する医学知識の普及啓発 

市民の健康増進や介護知識の習得に向けた市民健康講座などを、引き続き開催し

ます。 

＜取組内容＞ 

・川崎市チャンネルへの動画掲載を含む市民健康講座の開催 

・ミニ市民講座の開催 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

市民健康講座の開催（動画版含む） 実施 実施 

ミニ市民講座の開催 － 実施 

② 脱炭素化に向けた取組 

各設備の更新や整備による運用効率の改善､各職員の省エネに対する意識向上に取

り組みます。 

＜取組内容＞ 

・冷房用熱源設備（スクリューチラー冷凍機）の運用 

・空調及び熱源設備の機能維持のため､省エネ効果がある部品類の整備交換 

・ＬＥＤ照明への更新継続 

・各部署での省エネチェックシート記入継続（省エネ･節電実施の意識向上を目的） 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

冷房用熱源設備（スクリューチラー 

冷凍機）の運用   
－ 

運用 

（令和４年度～）

省エネ効果がある部品類の 

整備交換率 
３０％ ５０％ 

ＬＥＤ照明への更新率 ４７．４％ ６０％ 

省エネチェックシート記入率 ９１％ ９５％ 
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施策６ 強い経営体質への転換

取組項目(1) 収入確保に向けた取組の推進 

○ 収入確保に向けた取組の推進 

医療機能の充実・強化を進めるとともに、病床等の限られた資源の効率的・効果

的な活用や適切な診療報酬請求・未収対策の強化等により、診療収入の確保を進め

ます。 

＜取組内容＞ 

・医療機能の充実・強化による診療収益の確保 

・精度の高い診療報酬請求 

・未収金督促・催告の強化 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

レセプト査定率 ０．３５％ ０．３５％ 

督促・催告総件数 ３２１件 ４００件 

取組項目(2) 経費節減に向けた取組の推進 

○ 経費節減・抑制に向けた取組の推進 

医療材料や医療機器等の購入費用の節減、材料等の適正な在庫管理などにより、

経費の節減に努めます。また、業務改善や効率的な業務執行などにより、時間外勤

務の縮減を進めます。 

＜取組内容＞ 

・適正な在庫管理 

・負担軽減検討のためのワーキンググループの開催 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

４病院統一購入による単価・ 

購入価の減額 
実施 実施 

負担軽減検討のための 

ワーキンググループの開催 
実施 実施 

業務効率化のための業務可視化・ 

課題の抽出ワークフロー・改善策 

の作成 

実施 実施 
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取組項目(3) 経営管理体制の強化 

○ 経営管理体制の強化に向けた取組の推進 

各職員が病院の経営状況を把握するために、毎月、各診療部長ならびに部門長・

現場責任者の幹部職員が一同に会する会議で、収支報告並びに今後の体制に関する

変更内容を周知するとともに、病院上層部と医事、会計、医療情報の各部門が一同

に会した経営企画会議を行い、今後の対応を検討します。また、月に一度、法人上

層部に収支報告を行い、経営改革を推進します。 

＜取組内容＞ 

・幹部会議を通じた収支状況等の各職員への周知 

・経営企画会議の開催 

＜取組目標＞ 

取組目標 
参考：令和２年度

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

幹部会議を通じた収支状況等の 

各職員への周知率 
１００％ １００％ 

経営企画会議の開催回数 １２回 １２回 
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５ 収支見込み

（１）川崎病院

ア 収益的収支

（単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

収
益
的
収
支

収益           (ｱ) ２３，２７７ ２３，４６１ ２３，６５６

医業収益      (ｲ) １６，５６８ ２０，１３１ ２０，６９０

  入院収益（再掲） １０，８３３ １３，７６１ １４，３１４

  外来収益（再掲） ４，３２８ ４，６６６ ４，６７２

医業外収益     (ｳ) ３，３８８ ２，９８１ ２，９６１

他会計繰入金（再掲） (A) ３，５５４ ３，４５３ ３，４５３

特別利益 ３，３２１ ３４９ ４

費用           (ｴ) ２０，７７２ ２３，４１７ ２３，９９５

医業費用      (ｵ) １９，６０３ ２２，９２５ ２３，４８２

  給与費（再掲） １０，３６７ １１，１２１ １１，１９７

薬品費（再掲） ２，４９３ ３，３０６ ３，５１３

委託費（再掲） ２，５５３ ３，０１５ ３，０３４

減価償却費（再掲） １，１００ １，３７８ １，５４５

医業外費用     (ｶ) ９９３ ３４２ ３６２

特別損失 １７６ １４３ １４３

経常損益  (ｲ＋ｳ)－(ｵ＋ｶ) ▲６４０ ▲１５５ ▲１９３

純損益       (ｱ－ｴ) ２，５０６ ４４ ▲３３９

累積欠損金 ９５８ ▲１，５００ ▲１，１６１

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

イ 資本的収支

  （単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

資
本
的
収
支

収入 ２，０９４ ２，１３７ ６，４２０

  企業債 ９０６ １，０４４ ５，３２３

  補助金 １５０ ０ ３

負担金        (B) １，０３８ １，０９４ １，０９４

支出 ３，１９９ ３，２６７ ７，７９４

建設改良費 １，１７５ １，１９５ ５，４４２

企業債償還金 ２，０２４ ２，０７１ ２，３５２

単年度資金収支 １，４８９ ▲３９３ ▲４９７

年度末資金残高 １１，６５１ １２，６９２ １２，１９６

一般会計繰入金 計 (A)＋(B) ４，５８７ ４，５４７ ４，５４７

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

※ 端数処理の関係から、合計額が一致しない場合があります。 

※ 令和２年度決算額は、新型コロナウイルス感染症の影響による外来・入院患者の減少により医業収

益が減収となるとともに、当該感染症に係る補助金が特別利益等に計上されるなど特異な状況となっ

ています。 
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（２）井田病院

ア 収益的収支

（単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

収
益
的
収
支

収益           (ｱ) １１，６３９ １０，７２８ １１，４５７

医業収益      (ｲ) ７，７４９ ８，６２１ ９，３５５

  入院収益（再掲） ４，５１５ ５，０７５ ５，６２８

  外来収益（再掲） ２，７１０ ２，９１５ ３，０９６

医業外収益     (ｳ) ２，１１３ １，８８７ １，８８２

他会計繰入金（再掲） (A) １，７０３ １，７００ １，７００

特別利益 １，７７７ ２１９ ２２０

費用           (ｴ) １１，０６５ １２，０４５ １２，１８９

医業費用      (ｵ) １０，４１６ １１，７３８ １１，８８５

  給与費（再掲） ５，５２９ ５，９５５ ５，８８１

薬品費（再掲） １，５０２ １，６４１ １，８２２

委託費（再掲） １，２２６ １，４３８ １，４３１

減価償却費（再掲） ８７２ １，０３３ １，０１３

医業外費用     (ｶ) ５９６ ２７６ ２７２

特別損失 ５３ ２９ ２９

経常損益  (ｲ＋ｳ)－(ｵ＋ｶ) ▲１，１５０ ▲１，５０５ ▲９２１

純損益       (ｱ－ｴ) ５７３ ▲１，３１８ ▲７３３

累積欠損金 １８，３５９ １９，９４７ ２０，６８０

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

イ 資本的収支

  （単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

資
本
的
収
支

収入 ６１４ ６５１ ４６５

  企業債 ２３９ ３６２ １７６

  補助金 １０８ ０ ０

負担金        (B) ２７２ ２８９ ２８９

支出 １，０１３ １，０２７ １，１５９

建設改良費 ３４５ ３７４ １９８

企業債償還金 ６６８ ６５２ ９６１

単年度資金収支 ７８６ ▲９５０ ▲７０８

年度末資金残高 ▲７，６７９ ▲８，９２１ ▲９，６２９

一般会計繰入金 計 (A)＋(B) １，９７５ １，９８９ １，９８９

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

※ 端数処理の関係から、合計額が一致しない場合があります。 

※ 令和２年度決算額は、新型コロナウイルス感染症の影響による外来・入院患者の減少により医業収

益が減収となるとともに、当該感染症に係る補助金が特別利益等に計上されるなど特異な状況となっ

ています。 
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（３）多摩病院 （本市病院事業会計上の収支）

ア 収益的収支

（単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

収
益
的
収
支

収益           (ｱ) １，９４５ ２，０４２ ２，０４３

医業収益      (ｲ) ９８５ １，１０３ １，１１９

  入院収益（再掲） － － －

  外来収益（再掲） － － －

医業外収益     (ｳ) ９２８ ５９８ ５７２

他会計繰入金（再掲） (B) ７４６ ７３１ ７３１

特別利益 ３２ ３４０ ３５２

費用           (ｴ) １，７５９ １，６８２ １，３０４

医業費用      (ｵ) １，４６１ １，４１４ １，０５７

  給与費（再掲） ２５ ２５ ２８

薬品費（再掲） － － －

委託費（再掲） ２０ ３１ ３１

減価償却費（再掲） ７７０ ７１２ ３５３

医業外費用     (ｶ) ２９８ ２６８ ２４７

特別損失 ０ ０ ０

経常損益  (ｲ＋ｳ)－(ｵ＋ｶ) １５４ ２０ ３８８

純損益       (ｱ－ｴ) １８６ ３６０ ７３９

累積欠損金 ２，９５７ ２，２８４ １，５４４

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

イ 資本的収支

（単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

資
本
的
収
支

収入 ７５６ ７９８ ９１９

  企業債 ９８ １０５ ２２６

  補助金 ０ ０ ０

負担金        (B) ６５８ ６９３ ６９３

支出 １，０８５ １，１６０ １，２８４

建設改良費 ９８ １１４ ２２６

企業債償還金 ９８７ １，０４５ １，０５９

単年度資金収支 １１５ １７８ ２１１

年度末資金残高 ▲２２６ １３０ ３４０

一般会計繰入金 計 (A)＋(B) １，４０３ １，４２４ １，４２４

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

※ 端数処理の関係から、合計額が一致しない場合があります。 
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（４）病院事業全体

ア 収益的収支

（単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

収
益
的
収
支

収益           (ｱ) ３６，８６１ ３６，２３１ ３７，１５６

医業収益      (ｲ) ２５，３０１ ２９，８５５ ３１，１６４

  入院収益（再掲） １５，３４８ １８，８３６ １９，９４２

  外来収益（再掲） ７，０３９ ７，５８１ ７，７６８

医業外収益     (ｳ) ６，４２９ ５，４６７ ５，４１６

他会計繰入金（再掲） (A) ６，００３ ５，８８４ ５，８８４

特別利益 ５，１３１ ９０９ ５７６

費用           (ｴ) ３３，５９６ ３７，１４４ ３７，４８８

医業費用      (ｵ) ３１，４８０ ３６，０７６ ３６，４２４

  給与費（再掲） １５，９２１ １７，１０２ １７，１０７

薬品費（再掲） ３，９９４ ４，９４８ ５，３３５

委託費（再掲） ３，７９９ ４，４８４ ４，４９５

減価償却費（再掲） ２，７４２ ３，１２３ ２，９１１

医業外費用     (ｶ) １，８８６ ８８５ ８８２

特別損失 ２２９ １７２ １７２

経常損益  (ｲ＋ｳ)－(ｵ＋ｶ) ▲１，６３６ ▲１，６４０ ▲７２６

純損益       (ｱ－ｴ) ３，２６６ ▲９１３ ▲３３２

累積欠損金 ２２，２７４ ２０，７３１ ２１，０６３

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

イ 資本的収支

（単位：百万円） 

区分 
令和２(2020)年度 

決算額 

令和４(2022)年度 

予算額（案） 

令和５(2023)年度 

計画最終年度目標値 

資
本
的
収
支

収入 ３，４６４ ３，５８６ ７，８０４

  企業債 １，２４３ １，５１０ ５，７２６

  補助金 ２５３ ０ ３

負担金        (B) １，９６７ ２，０７６ ２，０７６

支出 ５，２９７ ５，４５３ １０，２６６

建設改良費 １，６１８ １，６８４ ５，８６６

企業債償還金 ３，６７９ ３，７６９ ４，４０１

単年度資金収支 ２，３８９ ▲１，１６６ ▲１，０２５

年度末資金残高 ３，７４７ ３，９０１ ２，８７６

一般会計繰入金 計 (A)＋(B) ７，９７０ ７，９６０ ７，９６０

※ 決算額は消費税及び地方消費税を除く。予算額(案)と目標値は消費税及び地方消費税を含む。 

※ 端数処理の関係から、合計額が一致しない場合があります。 

※ 令和２年度決算は新型コロナウイルス感染症の影響による外来・入院患者の減少により医業収益が

減収となるとともに、当該感染症に係る補助金が特別利益等に計上されています。 
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６ 成果指標

（１） 目標値

本計画に基づき各種取組を推進することで、次に掲げる成果指標（目標値）の達成を

目指します。 

ア 川崎病院

成果指標 
令和２年度 

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

三次救急応需率 ９４．８％ ９６％

救急自動車搬送受入数 ５，８０２件 ６，６００件

災害対策関連会議開催回数 ２６回 ３６回

手術件数（麻酔科管理下の中央手術室における全身麻酔） ３，８８０件 ４，４００件以上

がん登録数 １，７１０件 １，５７０件以上

内視鏡検査件数（内視鏡センター管理下分） ６，９４４件 ７，２５０件以上

緩和ケア外来患者数 ３人 ５人

紹介率 ７１．７％ ７５％以上

逆紹介率 １１３．４％ １２０％以上

地域ケア懇談会開催数 １１回 １１回

入院における総合的な満足度（患者満足度調査） ８８．４％ ８９．３％

外来における総合的な満足度（患者満足度調査） ６９．３％ ８１．７％

職場に対する総合的な職員満足度（職員満足度調査） ３２．１％ ４０％

専門及び認定看護師数 ３４名 ３５名

経常収支比率 ９６．９％ ９９．２％

医業収支比率 ８４．５％ ８８．１％

医業収益額 １６，５６８百万円 ２０，６９０百万円

純損益 ２，５０６百万円 ▲３３９百万円

材料費対医業収益比率 ２５．４％ ２８．１％

薬品費対医業収益比率 １５．０％ １７．０％

委託費対医業収益比率 １５．４％ １４．７％

職員給与費対医業収益比率 ６２．６％ ５４．１％

許可病床に対する病床利用率 ６０．６％ ８０．０％

平均在院日数 １１．６日 １１．２日

年度末資金残高 １１，６５１百万円 １２，１９５百万円

1日当たり入院患者数 ４２５人 ４８１人

1日当たり外来患者数 １，０９６人 １，０９１人

入院患者 1人１日当たり診療収入（入院診療単価） ６９，８０５円 ７９，０００円

外来患者 1人１日当たり診療収入（外来診療単価） １６，２５６円 １７，５００円

医師 1人当たり診療収入（入院及び外来） ９１，５３４千円 ９６，０００千円

医療安全・感染管理研修受講率 80.0％／83.4％ １００％

学会発表件数 ９１件 １８０件

市民向け教育プログラム開催回数 ３回 ４回

医療従事者向け教育プログラム開催回数 １１回 １４回
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イ 井田病院

成果指標 
令和２年度 

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

救急自動車搬送受入数 ２，１９３件 ２，６００件

災害対策関連会議開催回数 １１回 １２回

手術件数（麻酔科管理下の中央手術室における全身麻酔） １，１０４件 １，３００件以上

がん登録数 １，４４５件 １，４００件以上

内視鏡検査件数（内視鏡センター管理下分） ５，２５９件 ６，０００件

緩和ケア外来患者数 ２４５人 ２５０人

紹介率 ５７．５％ ６０％

逆紹介率 ６２．８％ ８０％

在宅療養後方支援病院登録患者数 ２３３人 ３３０人

地域ケア懇談会開催数 ０回 ３回

地域包括ケア病床の病床利用率 ７３．５％ ９０％

入院における総合的な満足度（患者満足度調査） ８９．６％ ９１．３％

外来における総合的な満足度（患者満足度調査） ８５．２％ ８２．６％

職場に対する総合的な職員満足度（職員満足度調査） ３６．０％ ４５．０％

専門及び認定看護師数 １９名 ２０名

経常収支比率 ８９．６％ ９２．４％

医業収支比率 ７４．４％ ７８．７％

医業収益額 ７，７４９百万円 ９，３５５百万円

純損益 ５７４百万円 ▲７３３百万円

材料費対医業収益比率 ２６．７％ ２７．７％

薬品費対医業収益比率 １９．４％ １９．５％

委託費対医業収益比率 １５．８％ １５．３％

職員給与費対医業収益比率 ７１．３％ ６２．９％

許可病床に対する病床利用率 ６６．２％ ８０．０％

平均在院日数 １６．１日 １６日

年度末資金残高 ▲７，６７９百万円 ▲９，６２９百万円

1日当たり入院患者数 ２５４人 ２９３人

1日当たり外来患者数 ５８７人 ６６０人

入院患者 1人１日当たり診療収入（入院診療単価） ４８，７６６円 ４９，２２２円

外来患者 1人１日当たり診療収入（外来診療単価） １９，０１０円 １８，５８６円

医師 1人当たり診療収入（入院及び外来） ６９，３００千円 ９０，０００千円

医療安全・感染管理研修受講率 38.5%／63.5% 78.0%／70.0%

学会発表件数 ３１件 ４０件

市民向け教育プログラム開催回数 ０回 １２回

医療従事者向け教育プログラム開催回数 １５回 １４回
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ウ 多摩病院

成果指標 
令和２年度 

（実績値） 

令和５年度 

（目標値） 

救急自動車搬送受入数 ３，５７８件 ５，０００件以上

災害対策関連会議開催回数 

手術件数（麻酔科管理下の中央手術室における全身麻酔） 

がん登録数 ６１０件 ６５４件

内視鏡検査件数（内視鏡センター管理下分） 

緩和ケア外来患者数 

紹介率 

逆紹介率 

地域ケア懇談会開催数 

入院における総合的な満足度（患者満足度調査） 

外来における総合的な満足度（患者満足度調査） 

職場に対する総合的な職員満足度（職員満足度調査） 

専門及び認定看護師数 １０名 １３名

経常収支比率 

医業収支比率 

医業収益額 

純損益 

材料費対医業収益比率 

薬品費対医業収益比率 

委託費対医業収益比率 

職員給与費対医業収益比率 

許可病床に対する病床利用率 

平均在院日数 

年度末資金残高 

1日当たり入院患者数 

1日当たり外来患者数 

入院患者 1人１日当たり診療収入（入院診療単価） 

外来患者 1人１日当たり診療収入（外来診療単価） 

医師 1人当たり診療収入（入院及び外来） 

医療安全・感染管理研修受講率 

学会発表件数 １８３件 １５０件

市民向け教育プログラム開催回数 ４回

医療従事者向け教育プログラム開催回数 １４回
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（２）成果指標と取組項目の関連性

成果指標 

施策１ 施策２ 

救急・災害医
療機能の強化

がん診療機能
の強化・拡充

高度・専門医
療の確保・充

実 

医療安全の確
保・拡充 

医療機能の分
化・連携と地域
包括ケアシステ
ムの推進

三次救急搬送患者応需率 ◎     

救急自動車搬送受入台数 ◎ 

災害対策関連会議開催回数 ◎     

３日分以上の食料・飲料水・ 

医薬品の院内備蓄確保と更新 
◎ 

手術件数（麻酔科管理下の中央 

手術室における全身麻酔） 
 ◎ ◎   

がん登録数 ◎ 

内視鏡検査件数 

（内視鏡センター管理下分） 
  ◎   

緩和ケア外来患者数 ◎ 

紹介率   ◎  ◎ 

逆紹介率 ◎ ◎ 

地域ケア懇談会開催数     ◎ 

地域包括ケア病床の病床利用率 ◎ 

在宅療養後方支援病院登録患者数     ◎ 

入院における総合的な満足度 

（患者満足度調査） 
◎ ○ ○ 

外来における総合的な満足度 

（患者満足度調査） 
  ◎ ○ ○ 

職場に対する総合的な職員満足度 

（職員満足度調査） 
◎ 

専門及び認定看護師数   ◎ ○  

経常収支比率 

医業収支比率      

医業収益額 ○ ○ ○ 

純損益      

材料費対医業収益比率 

薬品費対医業収益比率      

委託費対医業収益比率 

職員給与費対医業収益比率      

許可病床に対する病床利用率 ○ ○ ○ 

平均在院日数     ○ 

年度末資金残高 

１日当たり入院患者数 ○ ○ ○   

１日当たり外来患者数 ○ ○ ○ ○ 

入院患者１人１日当たり診療収入 

（入院単価） 
○ ○ ○   

外来患者１人１日当たり診療収入 

（外来単価） 
○ ○ ○ ○ 

医師１人当たり診療収入 

（入院及び外来） 
○ ○ ○   

医療安全・感染管理研修受講率 ◎ 

学会発表件数      

市民向け教育プログラム開催回数 

医療従事者向け教育プログラム 

開催回数 
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施策３ 施策４ 施策５ 施策６ 

人材の確保・
育成の推進 

働き方・仕事
の進め方改革
の推進 

患者サービス
の向上 

地域・社会へ
の貢献 

収入確保に向
けた取組の推

進 

経費節減・抑
制の強化 

経営管理体制
の強化 

    ○   

    ○   

    ○    

○ 

◎ ○ ○ 

  ◎ ○   ○ 

◎ ◎ ◎ ○ 

○ ○       

◎ ○ ○  

◎

◎

◎ ○   

○ ◎

    ○ ◎

○ ◎

    ○ ◎

○ ◎

◎

○ ○ 

◎

◎

◎

◎

◎

○ 

   ◎     

◎ 

   ◎    
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第４章 進捗管理と点検・評価について

１ 進捗管理・評価の方法

本計画では、計画期間の最終年度に達成すべき目標として成果指標を掲げていますが、

病院事業を取り巻く状況は刻々と変化してくことから、計画期間内であっても、そうし

た状況や実際の取組状況等を踏まえ、適宜、取組内容の見直しなどを行うことで、地域

において必要な医療提供体制の確保を図る必要があります。 

そのため、本計画の進捗状況や達成状況について、毎年度、点検・評価を実施するな

ど、ＰＤＣＡサイクルによる経営管理を実践します。また、この点検・評価については、

外部の有識者や医療関係団体の代表者などから構成される市立病院運営委員会において、

第三者の立場から客観的な御意見をいただくこととします。 

【PDCAサイクルによる経営管理】

２ 公表時期・方法

点検及び評価の結果については、年度ごとに点検・評価書としてとりまとめ、翌年度

の１月までに川崎市（病院局）のホームページで公表してまいります。 

３ 計画の見直し

本計画は、本市が策定する「かわさき保健医療プラン」との連携や整合性を図る必要

がありますが、当該プランの計画期間は平成 30(2018)年度から令和５(2023)年度とな

っており、当該プランの改定は、本計画の計画期間終了後となります。また、令和３年

12 月に公表された「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化

ガイドライン（中間とりまとめ）」において地方公共団体に策定を求めている「公立病

院経営強化プラン」については、本市では令和５年度に策定することとしています。 

このような状況や、本計画の計画期間が短期間であることから、計画期間内での計画

の見直しは行わないこととします。 

ＡＣＴＩＯＮ

【改善】

CHECK 

【評価】

DO 

【実施】

PLAN 

【計画】
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【参考】 

川崎市立病院運営委員会設置要綱

（目的及び設置） 

第１条 川崎市立病院の経営改善及び患者サービス向上の推進並びに指定管理業務の適正な

運営を確保することを目的として、川崎市立病院運営委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

 (１) 川崎市立病院の事業計画の実施状況に係る評価等に関すること。 

 (２) 川崎市立病院の事業計画の見直し等に関すること。 

(３) 指定管理者の行う管理運営業務の評価等に関すること。 

(４) その他前条の目的を達成するため、必要と認める事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員６人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうち、本市職員以外の者から病院事業管理者が委嘱する。 

 (１) 学識経験者 

 (２) 財務の専門家 

(３) 医療関係者 

 (４) その他 

３ 病院事業管理者は、次の各号の一に該当する場合は、委員を解嘱することができる。 

(１) 委員が自己の都合により解嘱を申し出たとき。 

(２) 委員として相応しくない行為が認められたとき。 

(３) その他病院事業管理者が特に認めたとき。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長１人及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は委員の互選とし、副委員長は委員長が指名する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、議長として会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の３分の２以上の出席がなければ開催することができない。ただし、第
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４項の規程による除斥のため３分の２以上に達しないときは、この限りでない。 

３ 委員会は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くことができる。 

４ 指定管理者の行った管理運営業務の評価に際し、当該指定管理者の役員等に就任してい

る委員は、当該評価案件に係る議事から除くものとする。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、病院局経営企画室において処理する。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 
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